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Ⅰ 問 題

わが恩師赤松要博士が1930年代央に創唱された ｢雁行型経済発展論｣或いは

略して ｢雁行形態論｣が,過去15年の間に,日本のみならずアジア太平洋諸国

において,学会,政府,ビジネスさらにマスコミを通じて,きわめて有名にな

り,高く評価され,ポピュラーに活用されるようになった｡いわば ｢雁行型発

展｣,flyinggeesepatternofdevelopment,或いは丑yinggeesemodelという

言葉が一人歩きするようになった｡これは故赤松要博士 (1896-1974)とその

弟子どもにとって光栄でありまことに嬉しいことである｡

だがかかる言葉の一人歩きは,雁行形態論の赤松オリジナルはどんなものか,

その中核的理論は何であるか,またかくもポピュラーになったのは何故である

か,などの疑問を素通りしている｡これらの問題を再検討しようというのが,

本稿の最初のねらいであった｡

赤松オリジナルの力点は,後発工業国がいかにして先進国に追いつくかの

catching-up processを,製品の輸入一生産一輸出という生産の能率化 (雁行

基本型)と産業構造を多様化し高度化することによって明らかにすることにお

かれていた｡この追いつき過程を理論的に精密化する必要がある｡さらに一つ

一つの産業が追いつきに成功した後は,経済全体は貿易拡大,海外直接投資進

出など対外経済活動を宏めるのがよい｡それが雁行塑発展の国際伝播をひきお

こし,地域的経済統合を促進する｡こういった赤松オリジナルでは残された雁

行形態論の重要な側面をモデル化し,できれば世界一流の経済発展論にまで仕

立て上げたい｡それは赤松博士の遺された意志でもある｡これをねらって博士

の弟子ども,ことに私 (小島晴)がいくたの努力を重ねてきた｡その諸成果の

整理 ･体系化が本稿で試みられている｡それ故,潜越であるが,｢雁行型経済
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発展の赤松 ･小島モデル｣と敢えて称することにしたい｡

そこで第Ⅱ節では,赤松オリジナルを7つの引用に要約して示している｡す

なわち(1)新産業は輸入一生産一輸出という雁行基本型を経て成長する｡(2)消費

財から生産財へ,或いは租製品から精巧品へといった雁行変型(或いは副次型)

が生ずる｡(3)後発工業国のcatchin㌢-up processを明らかにするのが雁行形態

論の特徴である｡(4)輸出が輸入を上回るようになる時期に,その産業のキャッ

チ ･アブが一応完了したとみなしうる｡(5)キャッチ ･アブしてから対外進出を

どうしてよいかを究明せねばならないが,それは今後の課題である｡これらの

命題が明言されている｡また第Ⅱ節で初期雁行形態論に対する内外の多数の反

響があげられている｡

雁行形態論は赤松博士による2つの英語論文の発表 (1961,1962)によって

世界的に評価をうけるようになったが,ハーバー ド大学のVernon教授のProd一

･uct cycle論が出現 (1966)したので,両者の優劣 ･異同が問われ,雁行形態

論の理論構築の要請が高 まった｡私は,雁行型産業発展論 はcatching-up

productcycleであると特色づけた｡

赤絵オリジナルは明確 ･精密にすべき諸命題と残された課題とを多数含んで

いる｡第Ⅲ節では,弟子や関心者により次のような雁行形態論の第1次展開が

果たされたことを明らかにする｡すなわち第1に赤松博士をはじめ門下生たち

によって,雁行基本型と変型の実証研究が多数行われ,羊毛産業,綿工業,秩

鋼業,電産機,自動車産業などにつき産業内多様化を描き出している｡また韓

国やタイなど外国についても雁行型の実証検出が試みられた｡

第 2に,赤松オリジナルでは近代経済学の手法による雁行形態論 (基本型と

変型)の理論化は果たされていない｡そういうモデル化の努力が小島によって

試みられた｡資本蓄積 (ならびに学習効果)の進展につれ,一産業の能率化 ･

輸出化が果たされ,さらに一産業からより高度な産業 (大きいカテゴリーで見

た産業分類での)へと発展段階的移行つまり産業構造の多様化 ･高度化が達成

できるとする追い上げ工業化モデルである｡かかる｢能率化 ･多様化構造変動｣

モデルが雁行型経済発展の第一の基礎理論になるのである｡これは赤松オリジ

ナルの雁行基本型と変型を理論化したものに他ならない｡

優秀廉価な外国品が輸入され,国内需要が十分な規模に拡大すると国内生産

が始められる｡これが雁行型産業発展の第 1段階の輸入代替期である｡次いで
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この新産業の能率化がはかられ輸出が始まりやがて輸入を上回るに至る｡これ

が第2段階の輸出化期である｡ここでは輸入代替と輸出化は直結している｡輸

出競争力を持ち得ない産業は不実幼稚産業であり放棄されるべきである｡第1,

第2段階によってキャッチ ･アブ ･プロセスつまり雁行基本型は成功裡に完了

する｡そして経済は輸出,直接投資といった対外進出の第3段階に前進するの

である｡

もとより大範噂の産業の中で,次つぎに製品の多様化が行われる｡だが労働

集約的軽工業から資本集約的な重化学工業へ,さらに資本知識集約的な機械産

業へというように,大分類産業について産業構造の多様化 ･高度化が生ずるこ

と (雁行変型)が重要である｡こうして国ごとの発展段階差に応じて,国 (也

域)別,産業別の順次的な雁行の国際的伝播が生ずることになる｡この国際伝

播プロセスが第Ⅳ節で吟味される｡

大来佐武郎博士が1985年に,戦後日本が雁行型産業発展に成功し,それが韓

国などNIESに,次いでASEAN諸国にさらに中国にと伝播したことを,アジ

ア太平洋諸国にデビューされた｡この喧伝によって,雁行型発展論は一躍世界

的に有名になり,｢雁行型｣という言葉が一人歩きするようになった｡ただそ

の対象は雁行形態論の全容ではなく,国際的伝播の局面に限られていたことに

注意したい｡

第Ⅳ節では続いて,雁行型発展の国際的伝播の担い手が海外直接投資 (FDI)

であり,それによるホスト国での産業構造の高度化と能率化が貿易拡大と成長

をもたらすメカニズムが究明される｡そして ｢順貿易志向的海外直接投資-

PROT-FDI-｣なる雁行形態論の第2基礎理論が提示される｡それは動態的

比較優位原理に従って,先導国は比較優位を弱めてきた産業 (Ⅹとせよ一輸出

化に成功したY産業ではなく-)から直接投資進出をし,ホスト国でその産業

を能率化して比較優位を強めるようにするのである｡ホスト国では輸出主導成

長が始動拡大することになる｡先導国はより高度な新産業 (Yとせよ)を拡大

し,原材料や資本財 (一括して中間財)の生産と輸出を拡大できる｡こうして

双方国での貿易拡大と成長との調和的 ･相乗効果が生ずる｡

経済発展段階差に照応して,相手国別に,また産業別に順次 ｢順貿易志向的

海外直接投資｣を推進していくならば,｢海外直接投資前線の拡延｣が生じ,

雁行型産業発展の調和的国際伝播がもたらされるのである｡
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ホスト国が直接投資を導入して比較優位を強め輸出できるようになった産業

(Ⅹ)にっては,投資国とホスト国との間に,細別商品 (或いは差別化商品な

いし隙間需要)ごとに産業内水平分業 (小島の言う合意的国際分業一第Ⅲ節で

解説した-)を実現することが望ましい｡

こうして東アジア地域における国際分業や地域統合の在り方が構想できるよ

うになる｡それは結局動態的比較優位原理に従った,市場の力による (market

driven)多国籍企業の戦略に依存するということになる｡

第Ⅴ節において,雁行型発展論が公的にもジャーナリスティックにも広い関

心をよびおこし,高い評価を得るようになったことが報告される｡国際的伝播

の実証的支持も増えてきた｡クルーグマンによるアジア経済の奇跡的発展への

警告と,サックスらによる雁行型発展に基づく反論があげられる｡多国籍企業

の直接投資に依存する経済発展は ｢見せかけの発展｣しかもたらさないとの従

属理論による批判も検討される｡1997年7月の通貨 ･金融危機を契機に,雁行

型発展論の見直しが必要になってきたが,これについては稿をあらためて論ず

ることにする｡

最後に第Ⅵ節で,理論的命題を要約するとともに,残された研究課題につい

て触れることにする｡

Ⅰ 雁行型経済発展論 ･赤松オリジナル

赤松要博士 (1896-1974年)が雁行形態論を創唱された第1論文は ｢吾国羊

毛工業品の貿易趨勢｣名古屋高商 ･商業経済論叢第13巻上冊 (1935年7月)で

あった｡詳細な実証研究の結果を踏まえて,次の結論に達している (同論文,

p.210)｡

赤松第(∋引用

しかして,すべて一国内に生産が振興しきたることは,多くの場合,当

該商品の輸入増加の刺戟によるものである｡最も多く輸入される完成品,

半製品の生産事業に向って資本が集中し,生産活動が興りきたることは,

条件のゆるす限りきわめて当然である｡即ち輸入品の殺到とともに,やが

て国内産業がおこってこれを防過せんとするのである｡かくしてこの産業

が国内に発展しきたるときは,またやがて輸出産業に転換するにいたる｡

モスリンは比較的はやく,かかる輸入,生産,輸出の各段階を次ぎ次ぎに
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経過したのであった｡かような理由によって,吾々は一産業における輸入,
ヽヽヽヽヽ

生産及び輸出の雁行的発展を定式化しうるのであろう｡まさに羊毛工業に

おいては,少くともモスリン,ラシャ ･セルデス,毛糸の3者は彼等の間

に前後の雁行関係があるとともに,その各の輸入,生産,輸出においてま

た雁行的発展をなすのである｡従って3つの羊毛工業品は輸入,生産,輸

出の各段階を雁行的に通過し,歴史的には3つの系列よりなる3つの雁行

形態として現われるのである｡

ここには2種の雁行的発展が一緒に述べられている｡1つは,後に変型或い

は副次型と呼ぶようになったものであるが,輸入額が品種的に多様化し,モス

リン,ラシャ ･セルデス,毛糸というように次つぎに ｢雁行列をなして｣変化

したことが示される｡もう1つは,同種の雁行列がタイムラグをおいて生産額

に,さらに輸出額にあらわれるのである｡各品種別に,或は羊毛工業全体とし

て,｢輸入-生産-輸出｣という雁行的発展が見出される｡これを後に基本型

と名づけたのである｡

同論文p.209の第三図は,輸入額の3つの雁行列を上段に,生産額のそれを

中段に,さらに輸出額のそれを下段に描くという表示方法をとっている｡それ

はいささかわかりにくい｡各品種について輸入一生産一輸出の基本型雁行を描

いた方が理解し易い｡それはここに図1として引用する赤松第2論文に示され

た ｢我国錦業発展の雁行形態｣である｡

赤絵博士の第2論文 ｢吾国経済発展の綜合弁証法｣は名古屋高商 ･商業経済

論叢第50巻上冊 (1937年 7月)(pp.179-210)に発表された｡その前半は ｢吾

国の経済発展｣を博士独特の ｢綜合弁証法｣の論理によって把握すべく,その

方法論の若干の解説が試みられている｡この解説は未完成であるとしてカット

し,後半の実証研究 (図1としてここに転載した綿布,綿糸,.それに紡織機,

機械器具の4品種に関する輸入一生産一輸出の雁行形態図)だけが,博士の主

著 『経済新秩序の形成原理』理想社,1945の第3章 ｢新興国産業発展の雁行形

態｣(pp.299-314)として取上げられている｡その結論的要約を引用しておこ

う｡

赤松第②引用

(1) (我国産業の)｢発展段階を概括するときは,第1期,完成品輸入時代,

第2期,自己生産の勃興と完成品輸入の減退時代,第3期,自己生産の
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図1 我国綿業発展の雁行形態
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済論叢 第15巻上冊 (1937.7),p.2000
赤松要 『経済新秩序の形成原理』理想社,1945,p.3030

ヽヽ
輸出産業化時代とすることができる｡これはわれわれが産業発展の雁行
ヽヽ
形態と名づけているものであって,輸入の次に生産,生産の次に輸出が

時を隔ててつぎつぎに興りきたっているからである｡

(2)｢この発展段階について,さらに考察を進めると,第1期の完成品の

輸入は主として完成消費財の輸入であり,第2期の自己生産の勃興は原

料品の輸入とともに生産機械器具の輸入を伴うのである｡第3期の輸出

産業化の時代は- 生産手段は原料を含むが,ここには主として完成生
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産手段たる機械等を意味する- の自己生産を確立しているのである｡

さらにまた輸入は完成品よりも半製品,原料品へ移行する｡但し輸入完

成品の減退はその内の租製品より始まり,精製品はながく残留する｡自

己生産は半製品,租製品より完成品,精製品へ,従って輸出はまた半製

品,租製品より完成品,精製品への傾向を伴うのである｡｣

(赤松要 『経済新秩序の形成原理』理想社,1945年,pp.299-300)0

上の第(1)パラグラフが雁行形態の基本型を,第(2)パラグラフがその副次型を

指摘しているわけである｡

赤松博士は名古屋高商から東京商科大学 (現一橋大学)へ移られて (1939年)

から,雁行形態論に関する第3論文を発表された｡｢わが国産業の雁行形態一

一機械器具工業について- ｣ 一橋論叢 36巻 5号 (1956年11月)これであ

る｡機械器具工業 (これは現在の分類の機械類に相当し非常に広汎な業種を含

む)についての実証研究が追加されるとともに,雁行形態論についての概念規

定ないし問題点がいくつか明確にされてきた｡

赤松第(診引用

(1)｢ここに産業発展の雁行形態というのはいくつかの意味をもつのであ

るが,一つの共通的な意味は後進産業国あるいは新興産業国の産業が先

進産業国の産業を摂取し,それを追跡しつつ成長発展するばあいに一般

的に成立する発展法則を指すのである｡｣(p.68)｡

つまり雁行形態論はcatching-up(追いかけ)の理論である,と定義されて

いる｡
ヽヽ

(2) ｢構造変動をともなう産業発展の段階が時期のずれにおいてつぎつぎ

におこる状態を産業発展の雁行形態とよぶ｡--･輸入,生産,輸出の三

段階が雁行形態の基本形態ともいうべきものである｡--･雁行形態の基

本型を中核として種々の変型が考えられる｡その一つは消費財と異った

･生産財についての雁行的発展である｡･.-･･消費財についても生産財につ

いても--雁行的発展は租製品についてまずおこり,つぎつぎに精巧品

に向って上ってゆくのである｣(pp.69-70)0

ここに雁行形態の基本型と変型 (後に副次型とも呼ばれるようになった)と

いう規定が打ち出された｡

(3) ｢さいごに,最も重要な雁行形態の-は後進諸国の発展段階がそれぞ
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れ異なることによって一つの産業のそれぞれの国における雁行的発展が
ヽヽ

時期のずれにおいてつぎつぎに現われてくることである｡たとえば日本

が綿工業においてその雁行的発展を完了したとき,インドの綿工業は雁

行形態の第2段階にあることが可能であるし,当時の支那においてはま

だ第1段階にあったことが実証されるかも知れない｡

ここにおいて比較的先進の産業国の雁行形態には第4段階として当該

産業の輸出並に生産の低下並にすでにネグリジブルとなっていた輸入が

再び増大することがおこりうる｡たとえば日本,インド,香港などから

イギリスに向って粗布が輸出されるごときである｡｣

(4) ｢かくしてたとえば消費財産業が後進諸国におこりきたるときは比較

的先進の諸国は消費財の輸出を後進諸国にまかせ,自からは生産財,あ

るいは精巧品の輸出に特化する傾向があらわれ,製造工業においても国

際分業化がおこりうるのである｡諸国産業の雁行形態が諸国において重

なり合うことなく,時間の隔りにおいて雁行的であるときに国際分業は

順調に行われうるのである｡｣(p.71)0

ここに雁行形態の国際的伝播とそれが生み出す国際分業の変化 (赤松博士の

｢世界経済の異質化と同質化｣という問題)が浮上してくるのである｡

その後,赤松要博士は国際経済学研究の集大成『世界経済論』国元書房,1965

を公刊され,その第10章として ｢低開発国経済の雁行的発展｣を収録された1'｡

また次の二つの英文を発表し,雁行形態論を世界に向けて捷唱された｡これに

対しいくつかの海外から高い評価が得られ2',博士を勇気づけた｡

KanameAkamatsu,"ATheoryofUnbalancedGrowthintheWorldEcon-

omy:'weltwirtschaPlichesArchiv,Band86(1961)Heft2,pp.1961217.

Ditto,"AHistoricalPatternofEconomicGrowthinDevelopingCountries,

TheInstituteofAsianEconomicAffairs(アジ研),TheDevelopingEconomies.

PreliminaryIssueNo.1,March-August1962,pp.3-25.

これからやや遅れてハ-ヴァド大学のRaymond Vernon(1966)によって

ProductLifeCycle(PLCorPC)論が捷起され有名になった｡赤絵雁行形態

論 (それは1935年の古きに提唱されたものだが)との比較が課題となるに至っ

た (後述)0

さらに赤松博士の還暦 (1956年)や一橋大学退官 (1960年)を記念して同学
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者や後継者による赤松体系の拡充が推進され,次の二者が出版された3)0

赤絵要博士還暦記念論集刊行会 (代表小島清)編 『経済政策と国際貿易』春

秋社,1958,pp.5320

世界経済研究協会編 『日本貿易の構造と発展』至誠堂,1972,pp.5280

これらの経緯をふまえて赤松博士自ら雁行形態論をまとめられたのが,赤松

要 『金廃貨と国際経済』東洋経済新報社,1974,pp.222の第6章 ｢新興国産

業発展の雁行形態｣である｡主要な論点は既にかかげた3つの引用と同じであ

るが,次が追加されている｡

赤松第④引用

｢雁行形態と名づけたのは,秋の月夜に雁が列をなして飛んでゆくとき,

山形の列をなし,その列が2つ3つ交錯して飛んでゆくようなイメージが,

わたくLにあったためである｡英文ではWildGeeseFlyingPatternと書き

雁が秋に北方から飛んでくるときⅤ字形の逆の形をとると説明した｡｣(赤

松要 『金廃貨と国際経済』p.74)

Vernonのproductlifecycle論は,先進国が新製品の開発に成功し,生産方

法が標準化された後,開発途上国へ海外直接投資を通じて生産を移植すると言

うものである｡先導国の内生的技術革新に基づくもので,赤松博士の言われる

ように ｢先進国からみた雁行形態｣(『金廃貨=--』p.156)と言ってよい｡こ

れに対し赤松雁行形態論は後発国の輸入技術 (borrowedtechnology)による

追い上げ過程において発生するproductcycleである｡それ故小島はcatching-

upproductcycleと名づけた (Kojima1978,p.65)｡それを赤松博士は ｢これ

ならばプロダクト･サイクルを知っている人には理解しやすい言葉かと思われ

る｣(『金廃貨--』p.174)と受けいれている｡

赤松雁行形態的発展を成功させ,或る段階にまで到達するとcatching-upを

卒業し,ヴァ-ノンの自生的1ifecycleに転換していくということになるのであ

ろうか｡とにかく追上げをなしとげた後はどうすべきかという問題4)に当面す

ることになる｡この間題に関連し,

赤松第⑤引用

雁行形態の ｢第1期は輸入の増加率がもっとも急速な時期,第2期は生

産,次いで輸出の増加率が輸入増加率を超ゆる時期,この時期においては

輸入は増加しながらその増加率は逓減的である｡第3期は生産と輸出は増
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加をつづけながら輸入は減少傾向をとる時期である｡しかして輸出が輸入

を超ゆるのは第2期においてもおこることはあるが,多くのばあい第3期

においておこり,この第3期において雁行形態は一応の完了に達するので

ある｡｣

(一橋論叢,1956.ll,p.76)

つまり輸出が輸入を上回り,財別出超に転ずる時期を一つの雁行形態追上げ

の完了 (卒業)とみるのである｡

赤絵第⑥引用

｢わが国産業はかくしてヨーロッパはやアメリカにおける工業の高度化

を追跡しその高度水準に接近したのである｡今後,わが国が新たな産業革

新を外国から導入するのでなく,国内において始発し,産業発展の始発的

動因を輸入から国内における独自の産業革新に切替えうるか否かは重大な

問題として残されている｡いずれにしてもこの発展の道はドイツやアメリ

カがかつてイギリスを追跡しつつたどったのと同じ道である｡｣(『金廃貨

--』p.173)

或る製品についての一つの雁行形態が完了した後にどうするかについては,

その自国生産を縮小し,今やより低廉になった開発途上国からの輸入に転ずる

という道がある｡雁行形態の第4段階として輸入が再び増大することになる

(既載 赤松第③引用の(3))｡かくてヴァ-ノンらの海外直接投資 (FDI)が

投資国と受資国双方の経済発展を促進するメカニズムとして登場してくること

になる｡

ここに赤松博士の遺稿である,世界経済評論1975年2月号p.3の巻頭言 ｢海

外投資の雁行形態論｣が登場してくる｡

赤松第⑦引用

雁行形態という名称は,詩的にすぎて経済理論としては難解というべき

かも知れない｡しかしこれは1935年に発表した私の実証的研究で,発展途

上国にあった日本の経済が先進国からの輸入 (M)に始発されて生産 (P)

をおこし,それがやがて輸出 (Ⅹ)にまで発展したこと,またそれが消費

財産業から資本財産業へと上昇していることを証明したのである｡

それから約30年後にアメリカのハーバード大学の学者たちがプロダクト

サイクル論を発表した｡先進国の輸出 (Ⅹ)が外国生産 (P.)をよびおこ
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し,ついには逆輸入 (M′)することになるというのである｡これが多国

籍企業の本国への逆輸出を意味するものである｡この両論は後進国と先進

国とからみた同一の貿易パターンのうらはらの変化である｡

ところが貿易から投資への変化で,アメリカは革新的な資本集約産業を

外国に投資するが,日本は初め労働集約産業を後進国に投資し,それが次

第に資本集約的産業に高度化しつつあるようだ｡プロダクトサイクルでは

投資はその革新産業で行われ,サイクル的系列はない｡やがてそれがアメ

リカに逆輸入される傾向にあり,現在のアメリカ不況の一原因でもある｡

日本からの投資は,初め紡績業のような労働集約産業から機械類の資本

集約産業に,また租製品産業から精製品産業に上昇する傾向があり,投資

の雁行形態が形成されつつある｡しかし問題はアメリカと同様,日本も,

繊維品について,電気器具について,後進国から追い上げられる傾向があ

り,日本の不況の重要な原因となっている｡これは結局,技術水準は後進

国でも日本とあまりかわらないが労働貸金が安いために日本に逆輸入され

ることになっているようだ｡その点ではアメリカも日本も同じ悩みをもっ

ている｡

どうしたらよいか｡日本産業がより一層の精製品に上昇し,知識産業と

いわれるような超重化学工業に発展し,そこに日本の雇用を吸収するべき

であろう｡要するに,貿易でも投資でも今や輸入からでなく,自身の創造

によって雁行的発展を無限に進行せしめることだ｡

これは雁行型発展に成功した産業のその後の対外活動に関する示唆多き発言

であるが,精密化しなければならない問題を沢山含んでいる｡

Ⅱ 雁行形態論の第 1次展開

1960年代と1970年代にかけて,赤松博士の直接 ･間接の弟子どもによって,

赤松オリジナルの整備と発展がはかられた｡雁行形態の基本型と変型(副次型)

に関するものを第1次展開として本節で検討する｡雁行型発展の国際的伝播の

局面を第2次展開として次節で取上げたい｡雁行型産業発展の実証研究はかな

り進んだが,理論的モデル化は遅々としていた｡

(雁行型産業発展の実証研究)

赤松博士自らは次の実証研究を行われた｡
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(1)羊毛工業について,モスリン,ラシャ ･セルデス,毛糸の各品種について,

輸入一生産一輸出という雁行型が見出される｡と同時に時の遅れを伴って羊

毛工業品種の多様化が見出される｡

(2) 絹業について,綿布,綿糸と,紡績機について同様な検証がなされる｡機

械器具まで含めたがそれは行きすぎであったかもしれない｡

そこで(3)機械器具工業について,紡績機械,自転車,電気機械の三種を取

上げ同様な実証分析を果たした｡

いずれも特定産業 (産業の範囲を規定するのはむつかしいが割に小さいカテ

ゴリー)のいくつかの品種について,雁行形態の基本型が見出されることが主

目標であった｡と同時に特定産業内の生産品種の多様化という雁行形態の変型

(ないし副次型)が見出された｡つまり ｢産業内多様化雁行形態｣が検証され

た｡生産品種の高級化というケースと,完成品から原材料さらにその生産手段

たる機械の生産というような生産プロセスの高度化のケースとが含まれる｡こ

の後者が産業の自己生産回帰として赤松博士の弁証法による分析の対象になっ

たのである｡

私 (小島)は,雁行形態の基本型を ｢生産の能率化｣,変型を ｢生産の多様

化 ･高度化｣と定義するようになった (後述)｡もっと大きな産業カテゴリー

(例えば繊維産業,重化学工業,機械産業といった)について国民経済全体の

産業構造の多様化 ･高度化が論究されねばならない｡これに先の雁行形態の変

型の論理がそのまま適用できるであろうか｡残念ながら実証研究は ｢産業内多

様化雁行形態｣の発見に止まっていた｡

雁行形態の実証研究に没頭されたのは松浦茂治博士である｡その成果は次の

三著にまとめられている｡松浦茂治 (1975,1983,1994)｡赤松博士の実証は

明治開国から1920年代央までの日本近代産業の創成期についてのパイオニア的

分析として意義があった｡松浦博士は最近年まで分析を延長している｡分析対

象の産業も広汎に及んでいる｡消費財産業として最も早く勃興した繊維産業を,

絹,棉,毛,化繊,合繊といった順序で,各々につき糸と織物の雁行基本型を

描き出している｡次いで基礎生産財としての鉄鋼業の発展,その銑鉄と鋼材の

雁行型が跡づれられる｡さらに,1970年代から急速に成長した機械産業のうち

電産機 (コンピューターと集積回路Ⅰ.C.)と自動車が取上げられた｡

日本についてだけでなく,先発のアメリカや欧州と,他方後発の韓国,台湾
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についても雁行型発展を検出している｡そうして産業のcatching-up process

だけでなく,成熟し停滞ないし衰退過程に入った局面をも究明しようとしてい

る｡実にたんねんに統計資料の収集を行った雁行形態論による業界発展史で

あって,松浦博士の貢献は輝かしいものがある｡

私 (小島)による日本鉄鋼業の実証研究がある (小島清1963,1972)｡日本

鉄鋼業がレール,形鋼,棒鋼,鋼板といった基礎的製品から,鋼管,線材,ブ

リキなどに,さらに特殊鋼,帯鋼といった高級品にと,産業内多様化雁行的発

展を成功させてきたことが描き出される｡これに対応して鉄鋼の輸出市場が近

隣諸国から次第に遠隔の開発途上国に,ついには北米,オーストラリアといっ

た先進国にまで拡延していった (輸出前線拡延)ことが検出されている｡

私の博士論文 『日本貿易と経済発展』(小島清,1958a)は全篇10章を通じて

｢雁行形態的経済発展説｣(序 p.3)による日本貿易発展の実証であった｡

わが弟子山揮逸平の博士論文 『日本の経済発展と国際分業』(山滞逸平1984,

英文1990)はいっそうリファインされた雁行形態論そのものであると許してよ

い｡ことに第4章で繊維産業,第5章で鉄鋼業の雁行形態的発展を詳しく分析

し,第10章で発展途上国 (タイ)における雁行形態的産業発展を実証し日本モ

デルの適用可能性を検討している｡

雁行の基本型において,生産/内需 (S/D)比率 (ただし内需-生産+輸入

一輸出)が 1に達した時は,輸出/輸入 (Ⅹ/M)比率も1になる｡それが戎財

について輸入代替生産を経て自給に達し,輸出入の均衡するcatching-up完了

の重要な転換点である｡それ以後は出超に転ずることができる｡山浮はこの生

塞/内需比率を有効に活用する｡そしてこの生産/内需比率の山型カーブがアメ

リカ-日本一NICS-ASEANというように国際的に伝播するという図を示し

ている (山揮逸平1988,p.58)0

赤松博士の一橋外での後継者に (現明治大学教授)毛馬内勇士がある｡赤桧

経済学をめぐる多数の論稿を発表しているが ｢雁行形態の国際比較一韓国工業

の雁行形態的発展-｣(毛馬内勇士 1972)が最も充実している｡韓国のよう

な日本より一段と工業化の遅れた国において,戦前 (植民地時代)と戦後とで,

雁行形態がどのようにあらわれてきたか,日本の場合とどう違ってきたかを実

証的に究明している.産業発展のcatching-up processとその完了後とで,輸

入一生産一輸出の三曲線がいかなる位置関係にあるか,上り下りの傾向とその
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変化率の相違とにより,非常に多くのケースが生ずる｡諸ケースの比較から何

らかの法則を見出したいとしている｡また (毛馬内 1998.1)のように,蘇

合弁証法による赤松経済政策論の全体系を解明しようと試みている5'｡

雁行形態論は赤松博士による2つの英語論文の発表 (1961,1962)によって

世界的に評価を受けるようになった｡さらにハ-ヴァド大学のR.Vernon教授

によってProductCycle論が捷唱 (1966)されるに及んで両者の比較 ･異同 ･

優劣の検討といった世界の関心がいっそう高まった｡

(雁行形態論の理論モデル)

赤松要博士は,日本や新興工業化国の産業発展を彼の独特の綜合弁証法の論

理によって解明しようと努力してきた｡その一番よい説明が次の引用であると

思われる｡

赤松第(参引用

かかる産業発展の雁行形態は一つの弁証法的過程である｡輸入完成品の

増大は,ここに国民の購買力が集中するため,(在来)固有産業の低下,

或は衰滅をきたす矛盾に逢着する｡この矛盾を止揚せんとする力は,一つ

は固有産業における資本が利潤高さ輸入品の製造業に自然的に流動しきた

ること,並にこの動向を国家の経済政策が促進することに存する｡かくし

て輸入完成品の増大は必ずやこれを否定する自己生産の興隆に転換せざる

をえないのである｡しかし自己生産の勃興は生産方法が確立することなく

して起りえざるものであって,ここに生産手段の輸入を必然的に増加する

こととなるのである｡生産手段によって産業の独立化 すなわち消費経済

に対立する生産経済の確立が行わるるのである｡生産手段が設定されない

限り,生産は単に消費経済に結びついた家庭的自己生産であるか,或はこ

れに代る舶来品の輸入かである｡かくして完成品の輸入を阻止するために

は生産手段の輸入が必須的となり,これによって自己生産が確立せられる｡

始発的動因としての自己生産はそれが本質的動向をとる限り,国家的保護

政策をよび起し,これに助長促進せられ,この始発的動因と促進的動因と

の綜合は輸入を否定して自己生産を確立する｡産業の反省的段階であり,

産業の自立化である｡

次にきたるものは生産手段の自己生産であって,この段階において,戟

国の地盤に適応せる機械器具などの発明改良が行われ,外来的生産手段の
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矛盾,不適合性が除去せらるるにいたる (例えば我国の風土,職工などに

適合するため,如何に機械の改良が行われたかを検せよ!)｡この段階に

おいて輸出産業としての確立が完成せられる｡これが自己生産にかかる生

産要具によって自己生産が行わるる時代,産業の自己還帰の段階であり,

我国産業の反省の反省であり理性化である｡しかしただ原料品については,

かような自己還帰は我国の本土だけでは行われ難い｡我国としては原料国

と工業国との基本的異質性を前接とせねばならず,産業の自己還帰ととも

に,いよいよ多くを外部より摂取せねばならない｡

(名高商 『商業経済論叢』1937.7,pp.198-99;『経済新秩序の形成原理』

pp.300-301)

以上の引用⑧は,赤松博士の綜合弁証法から見れば十分な理論化であると言

えよう｡しかしそれは近代経済学の観点からする理論化,数学方程式システム

によるフォーマライゼイシヨン或いはモデル化とは程遠い｡新古典学派の成長

論とヘクシヤー-オリーンの要素既存比率論 (theoryoffactorproportion)

を結びつけて雁行的産業発展の基本型 (生産の能率化)と変型ないし副次型 (生

産の多様化)とを解明しようとしたのが,小島清 (1958b)の論文 ｢資本蓄積

と国際分業一赤松博士 産̀業発展の雁行形態'の-展開-｣である｡その要約

はこうである｡

先ず小島は,雁行的発展の基本形態 (生産の能率化)も副次的形態 (坐

産の多様化)ち,一国の資本蓄積の進展,いいかえれば資本対労働賦存比

率が高まることを軸として継起するとのモデルを提出した.すなわち,〟

産業の生産方法の改善,生産能率の向上,コストの低下は,資本蓄積が進

み資本対労働比率が高まり,より資本集約的な生産方法に移ることによっ

て可能になる｡他方,所与の労働 ･資本価格比率の下で,Ⅹ財よりもY財

は,Y財よりもZ財はさらにいっそう,より資本集約的な生産方法をとる

としよう｡そうであるならば資本蓄積が進み一国の資本 ･労働既存比率が

高まってはじめて,Ⅹ財のほかにより資本集約的なY財も,さらにZ財も

生産しうるに至る｡つまり生産の多様化も資本蓄積の関数とみなしうる｡

こうして資本蓄積が進むにつれ,生産の能率化と多様化との二つが可能に

なる｡しかし両者の間にはかなりの選択の余地が残されており,そこに興

味ある国際分業の動態問題が発生する｡すなわち,資本蓄積が進み資本 ･
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労働賦存比率が高まるにつれ,第1に,労働 ･資本相対価格を低く抑えて

おけば,より資本集約的な財も生産できるように,生産の多様化をはかり

うる｡だが第2に,より資本集約的な財の国際競争力を高めるには,労

働 ･資本相対価格を高め,生産の能率化をはからねばならない｡第3に,

労働 ･資本相対価格が高まると,より労働集約的な財の生産費は相対的に

高まり,比較劣位に陥る｡より有利な産業への転換か (構造調整の必要)

海外直接投資進出かを求めざるをえなくなる｡これらの選択に直面しつつ,

生産の多様化と,多様化した各生産の能率化,さらには比較優位弱化産業

の海外直接投資進出をくり返していくのが,一国産業発展の動態なのであ

る｡

小島はそこで,N (農業),Ⅹ (軽工業),Y (重化学工業)なる三産業の生

産関係を仮説数字例で示し,日本経済が1900年頃以降,資本蓄積の進展につれ,

第1段階一農業Nだけから先ず軽工業Ⅹをもつように多様化しその生産性の向

上 (能率化)をはかり輸出ができるまでに育てた｡第2段階一次の構造変動に

より重化学工業Yをもてるようにいっそう多様化 ･高度化し,その能率化をは

かりつつあることを例示した｡かかるモデルをEconomicJournal(1960)に発

表したOこの資本蓄積と産業発展パターンというのが小島の重要な貢献の一つ

であり6),｢雁行形態論の赤松 ･小島モデル｣が一歩一歩構築されていくことに

なった｡

(雁行基本型の概念図)

ヴァ-ノンのプロダクト･サイクル (PC)論との比較も念頭におきながら,

図2として特定産業 (繊維産業とせよ)の雁行基本型の概念図を措いてみた｡

特定商品についてまず輸入増加というカーブ (M)が描かれ,輸入が相当な

量に達し,したがって国内に需要が植えつけられその量が国内生産に踏み切っ

ても引き合うという規模に達すると,国内生産 (P)が開始される｡もとより

国内生産の初期段階では一方関税その他によって外国の競争を阻止することと,

他方,補助金や政府需要の保証といった幾多の保護育成措置が必要とされる｡

また外国の優れた技術の導入,外国の直接投資などが必要とされる｡だが外国

の優れた技術の習得が進み生産規模が拡大されるにつれ,コストは逓減しやが

て世界価格と同じあるいはそれ以下で生産できるようになる｡そうなると輸入

が減り,輸出 (Ⅹ)が開始されやがて急増するように′なる｡これがM (輸入)
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図2 雁行基本型

各
変
数
の
実
質
量

t) t2 t3 t*td t5 tH 時間

キャ ッチ ･アブ期 ポス ト･キャッチ ･アブ期 衰退

期(自力的発展期)-p (

生産)-Ⅹ (輸出)という三つのカーブが次つぎに生起する雁行形態であり,輸入代替から始まり輸出にまで進出してい

く後発工業国での先進国へのキャッチング ･アブのプロセスなのである｡t*時

点に達すると輸出xが輸入Mと一致し,国内生産Pと国内需要D (それはP+M-Ⅹ)と同一になる.それまでの入超から出超に転 じうることになる.

ここまでをキャッチ ･アブ期と見てよい｡オリジナル赤松雁行形態論はこのキ

ャッチング ･アブ ･プロセスを究明することに力点がおかれていたので,私(小島)はこれをcatching-upproductcycleとして外国にも紹介

した (Kojima,1978,p.61andp.65)｡

輸入が国内需要を開拓するという役割をもつとすることと,生産を拡大し,輸出できるように能率

化するのを輸入技術 (borrowedtechnology)に依存するとしたところに

,雁行型発展すなわちCatching-UPP.C.の特色がある｡自国企業による自生的 (gen

uineorendogeneous)技術革新によって,生産と輸出が急増す

るとするのが,Vernonらの自生的プロダクト･サイクルである｡オリジ

ナル赤松雁行型発展論では,キャッチ ･アブを成功裡に完成(或いは卒業)し

たポスト･キャッチ ･アブ段階はいまだ十分な考察の範囲に入っていなかった｡図2のt*時点を見ると生産と輸出が急増するVernonの自生的プロダク

ト･サイクルの新生期+成長期に相当することがわかる｡雁行型発展でもキャッチ ･アブを卒業し自力的発展に前進するためには自生的技術進歩
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欠である｡こうして雁行型発展はキャッチ ･アブ段階から自生的プロダクト･

サイクルの段階へ進展していく｡今や前者だけでなく両段階を含んだものを,

雁行形態論は考察の対象にしていると,私は拡大解釈したい｡

ポスト･キャッチ ･アブ期の自力的発展が進むにつれ,この方産業の比較優

位が弱まり輸出が困難に陥ると,海外直接投資 (FDI)進出による海外生産p-

が行われ,製品 (中間財も含まれるが,簡単のため最終財としておく)の一部

が逆輸入M′されることになる (後に詳論する)｡t**時点でⅩ-M′,P=Dとな

り,それ以降入超に転ずるのである｡

さいきん (1980-1990両年代)の東アジア地域統合は,先発国 (日本)が図

2のポス ト･キャッチ ･アブ期にあり,後続国 (NIEsついでASEAN4)が

キャッチ ･アブ期にあるという状況で進展している｡そして後続国のうちの一

部が,またいくつかの産業について部分的に,既にポスト･キャッチ ･アブ段

階に入っている｡そういう複雑な関係において成長 (発展)の国際的伝播がう

まく行われうるかどうかが,究明さるべき課題となっている｡

(生産の能率化 :雁行形態の基本型)

既述の生産の能率化 (雁行形態基本型)と多様化 (雁行形態変型)を解明す

るには,生産関数の技術革新による構造変動を検討しなければならない｡かな

り混み入った展開を必要とするので,その詳細は別稿7'にゆずり,ここでは要

点のみ紹介しておこう｡

次の一般的生産関係を措定する

Y(t)=F[K(t),L(t),A(t)]

ここで,Y(t)はt期の産出量,K(t)は資本投入量,L(t)は労働投入量,そして

A(t)は技術知識水準を示すものとする｡

資本と労働の投入増加につれ産出量は増加する｡資本,労働はそれぞれの限

界生産物 (或いは限界生産力)は正,しかし限界生産物は逓減する｡規模に関

して収穫はコンスタント (constantreturnstoscale)であるとする｡生産関

数(1)式のうちA (t)を無視し,上の仮定を入れると,

となる｡ただしy-Y/L(一人当り産出量),k-K/L (資本労働投入比率或い

は労働一人当り資本装備率)である｡縦軸にy,横軸にkをとる図を措けば,

f(k)なる産出曲線は増加率が逓減する右上りの曲線になる｡
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さて問題は,何らかの原因に基づき技術水準 A(t)が高まると,産出曲線

f(k)が上方へ拡大する (shift upと言う)ことを究明したいのである｡その一

つは,各企業が行うR&D (研究開発)に基づく技術革新 (innovation)である｡

これが技術水準A(t)を大きくし,生産関数f(k)をシフト･アブさせる｡

市場 (需要)の拡大に応じ,投資が増加され,より大規模生産の方式 (最小

最適規模MOSのより大きいsuperiorな生産方式)が開発,採用される｡労働者

は生産経験を積むほどより能率的な技能を習得し生産性を高める｡これが学習

効果 (learningbydoing)である｡これは技術知識 (technologicalknowledge)

A(t)の増加であり,人的資本 (human capital)の蓄積である｡パテントの増

加もその一つP)証拠である.こうして生産関数f(k)のシフト･アブが生ずる｡

もう一つ,普及効果 (spill-Over effect)が生ずるO各企業の技術知識は公

共財 (public good)であって,他の企業に普及し,他の企業はゼロコストで

利用できるものとする｡つまり-たん開発されると技術知識はその産業の全企

業に普及する｡そうすると技術知識の蓄積と普及 (A(t)の増加)に伴って,

産業全体の生産性f(k)が高まる｡これを ｢社会的規模経済の利益｣の実現だと

解してよい｡これは各企業にとって内部経済ではなく,外部経済効果なのであ

る｡

以上のごとき生産関数f(k)のシフトアブが生産の能率化 (雁行形態の基本型)

に他ならない｡学習効果+普及効果が,私の強調する資本蓄積の進展と平行し

て促進されることは言うまでもない｡資本蓄積 (Kの増加)が進み,各企業の

投資を通じてラーニング ･バイ･ドウイングが生ずる｡知識の創出は投資の副

産物である｡物的資本の増加を試みる企業は,より効率的に生産する方法を同

時に学習することになる｡具体的には,企業の資本ストックの増加によって,

それに相応する知識のストックA(t)の上昇がもたらされる｡かくて学習効果

プラス普及効果は資本蓄積 (人的資本を含む)を促進し,k-K/L(資本労働

比率)を高め,一人当り産出高 (生産性)を向上させるのである｡

こうして投資の長期的収穫逓減性は超克され,収穫不変ないし収穫逓増が実

現されうる｡そうして成長 (発展)が継続しうることになる｡これが内生的成

長の秘訣である｡

(サンクコスト･モデル)

上述の生産関数を基礎にして,コスト (生産費)分析を試みよう｡｢最小最
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適規模 (MOS一minimumoptimalscale-)付きsunkcost(埋没費用)モデル｣

を用いる (小島清1994,p.211ff.)｡

総費用TC-C(Ⅹ)-
(;a',::.x(a/Ⅹ*+b)Ⅹ

(ただLa,b,Ⅹ*±constant)

平均費用AC-C(Ⅹ)/Ⅹ-

ifx≦Ⅹ*

ifx>Ⅹ*
----･------(3)

a/Ⅹ+b ifx≦Ⅹ*

(a/Ⅹ*+b)Ⅹ ifx>Ⅹ*
----･----(4)

ここでⅩは生産量,aは生産量のいかんにかかわらず一定額を要する創設固定

費用 (fixedcost)であり埋没費用 (sunkcost)と呼ばれる｡けだし固定設備

を-たん建設した上は,その回収は困難で,埋没したに等しいからである｡b

は生産量に比例して繰返し必要となる産出物単位当り可変費用 (variablecost)

である｡またⅩ*は最小最適規模 (MOS)生産量である｡生産量ⅩがⅩ*に達する

までは固定投資費用たるa/ⅩはⅩの増加につれ逓減する｡Ⅹ*量で規模経済は実

現されつくし,最小の単位コス トになる｡Ⅹ*に達した時に,固定投資費用た

るaはすべて減価償却されているとすれば,a/Ⅹ*-0となり,従ってⅩ*に達し

た時の平均費用はa/Ⅹ*+b-0+bとなるのである｡

図3を見よう｡ αという生産方式と,それよりMOSの大きいsuperiorなβと

図3

AC
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いう生産方式による平均費用曲線を措いているのであるが,先ずα,βの添字

を無視して説明しよう｡A-S-A′なる折れ線が平均費用曲線である｡S点を

スケール ･ポイントと呼ぶが,その点まで技術的規模経済が働らき,平均費用

のa/Ⅹ+bが逓減する｡S点で減価償却済みとなり,a/Ⅹ*-0になる｡その時の

生産量Ⅹ*が最小最適規模 (MOS)であり,コストは最小になる｡この最小費

用の水準はS-A′線というコンスタントな可変費用bの高さとなる｡それは限

界費用 (MC)でもある｡したがってS-A′線上で需要曲線が交わって価格が

決まるならば,完全競争の条件を満たすことになる｡

さて,α一生産方式にくらべβ-生産方式は,最小最適生産規模 (MOS)がⅩ:

からⅩ蒜へ大きくなり,かつ平均生産費がbaからboへ低下するのであるから,

より大きな規模経済の得られる卓越 (superior)生産方式である｡各企業のα

一生産方式からβ一生産方式への転換 (生産の能率化)は,学習効果+普及効果

によって,企業にとっては外部経済として実現されるわけである｡企業の資本

/労働比率 (或いは労働一人当り資本装備率)の増加を必要とする｡

S｡,Sβなどというスケールポイントを連ねるとその軌跡 (或いはenvelqpe)

としてLAC(長期平均費用)曲線が求まる (図示していないが)｡これは産業

(或いは経済)全体としては社会的規模経済が獲得されて,長期的費用逓減が

実現されることを示す｡

(分業の利益)

AαSαAα′線なるα一方式の供給曲線にAβSβAβ′なるβ一方式の供給曲線が交

わるe点が求められる｡e点はα一方式からβ一方式へ移るのが有利となる転換点

であり,その時の生産量がⅩ■である｡

図3に需要曲線Dり Dpを追加しよう｡Da線は需要が少くe点の左側を通る｡

それはβ一方式供給曲線とは点1で,a一方式のそれとは点2で交わるOすなわ

ち需要が少い時にはMOSの小さいα一方式による方が低いコストで供給できる｡

これに対し需要が増大しDβ線になるならば,β一方式の供給価格は点4で,α

一方式の点3の供給価格よりも低廉になる｡需要曲線が転換点eよりも右側に来

るほどに増大すると,MOSの大きいsuperiorな生産方式の方が有利になるので

ある｡

いまDα線は国内需要曲線であり,輸出が加わると (たとえば相手国の貿易

自由化に基づいて)Dβ線に拡大するとしよう｡需給均衡は点4に決まる｡こ
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れが輸出 (国際分業)の開拓 ･拡大が生産方法の能率化構造変動を惹起すると

いう一つの動態的利益である.

(合意的国際分業)

さらに水平分業或いは合意的国際分業 (agreed specialization)8'の利益も図

3で説明できる｡いま類似の2国が,或る財Ⅹを点2でともに生産していたと

する｡このとき第1国はこのⅩ財の生産を止めて全部第2回の生産に任かせる

とする｡そうすると第2国は国内需要と輸出需要の合計がDβ線に拡大し,点

4での内外市場への供給が可能になる｡両国とも前よりも安い価格でより沢山

のⅩ財を入手できることになる｡もう一つの財Yについて今度は第2回がその

生産をやめて第1国に任かせれば,同様な利益が得られる｡これが私の言う

｢合意的国際分業｣である｡

これは等発展段階にある類似の工業国の間でお互いに違った差別化製品(dif･

ferentiated products)を特化生産し貿易するという水平分業ないし産業内貿

易 (intra-industry trade)に他ならない｡それらは若干の価格差など市場の

力によって (market･driven)特化の方向が決まる｡だがその極端なケースと

して,われわれの仮説例のように,生産条件,需要条件,そして価格も全く等

しい類似2国,2商品については,分業を行うなんらかのきっかけ,つまり話

し合いによる合意が必要かも知れないという意味で ｢合意的国際分業｣と称し

たのである｡しかし逆にmarketdrivenな分業も内外企業間の契約つまり合意

によって決まると言ってよいであろう｡

｢合意｣とか ｢話し合い｣と言うと大げさで反市場機構と聞えるかもしれな

い｡実はそうではない｡むしろ企業が日常的に行っている企業内分業の一面な

いしその延長に他ならない｡たとえば,AとBという2車種を第1工場でも第

2工場でも,aというinferiorな方式で生産していたとしよう｡このときA車

種は全部第1工場で,B車種はすべて第2工場で特化生産するようにすれば,

superiorなβ一方式を両工場でともに採用することができるようになる｡この

際第1工場は日本,第2工場は中国というように違った国に立地させることも

できる｡

タイプの違う部品ごとに最小最適規模 (MOS)を達成するように,いくつ

かの国に分けて立地するのも同様である｡またOEM (相手企業のブランド名

による受託生産)を相互に行うことは合意分業に他ならない｡多種多様の企業
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の合併 (M&A)その他の国際提携のねらいもこの点にある｡

その他いろいろな方法を用いて多国籍企業 (MNC)がリージョナルに,或

いはグローバルに進出し,ホスト国で社会的規模経済を国際的 ･継起的に実現

させていった｡それが地域統合の強力な担い手になった｡このことを次節で解

明したい｡

(生産の多様化 :雁行形態の変型)

雁行形態の変型つまり生産の多様化 ･高度化も,図3を借りて次のように解

明できる｡AaSaA付′線をⅩ財 (労働集約的な繊維産業とせよ)の供給曲線,Ap

SβAβ′線をY財 (資本集約的な重化学工業)の供給曲線であるとしよう｡初期

には点2でⅩ財の生産 (と消費)だけが行われていた｡資本 (人的資本も含む)

蓄積が進むと,点4で資本集約的なY財の生産をも行うことができるようにな

る｡Ⅹ財のほかにY財をも生産できるようになること,これが生産の多様化で

ある｡或いはⅩ財の生産割合を減らしてよりsuperiorなY財の生産割合を増加

することができる- 産業構造の高度化である｡ただしⅩ財もY財も,最小最

適規模 (MOS)の能率的な方式で生産されるようにしなければならない｡

(能率化 ･多様化構造変動モデル)

生産の能率化構造変動を行うにも,また生産の多様化構造変動を行うにも,

ともに資本 (人的資本を含む)蓄積の進展,資本/労働比率の増加を必要とす

る｡繰返しになるが,したがって一国の経済発展は,農業生産中心の状態から,

先ず労働集約的な軽工業を育成するという多様化構造変動を行い,ついでその

能率化構造変動をはかり輸出産業にまで成長させる｡多様化と能率化を一挙に

行うことは資本不足から不可能である｡広義の一産業につき多様化と能率化と

を完成するには20-30年を必要としよう｡次の工業化第2段階として,より資

本集約的な重化学工業が発展の中軸になるよう,多様化と能率化の構造変動を

行う｡そして工業化第3段階としてより資本 ･知識集約的な機械産業へと高度

化すべきである｡こういった順を追った,Stepbystepの着実な段階的産業発

展が不可欠であり,飛び級的躍進は困難に陥る｡このような資本蓄積のスピー

ドに制約される構造変動,その資源配分の変化をモデル化することは興味ある

重要な課題9)である｡その要点はこうである｡

経済全体のt時点での資本/労働既存度 (K/L)tがⅩ財のMOSでの生産に投

入される資本/労働係数kx-Kx/Lxに等しくなるならば,全資源 (生産要素)を
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Ⅹ財だけの生産に投入する (完全特化)ことが資源の最適活用になる｡Ⅹ財の

最低コストでの極大生産が得られる｡他財の生産がゼロであるから,Ⅹ財生産

が比較優位産業になり,輸出される｡

資本蓄積が進み,経済全体のK/Lが高まるにつれ,kxよりもより資本集約

的な,より高級な財たるY財の生産 (それはk,-KY/L,,ただしkx<kyを必要と

する)に次第に資源を配分することが可能になる｡そして (K/L)t.1がk,に等

しくなると,Ⅹ財の生産を止め,Y財の特化生産に移ることが,資源の最善利

用になる｡このようにして生産の多様化,産業構造の高度化が進行するのであ

る｡かかる ｢能率化 ･多様化構造変動｣モデルが雁行型発展の第一の基礎理論

となるのである｡

能率化と多様化の構造変動を順を追って進展させるその第1条件はこのよう

に資本蓄積のスピードであり,経済全体の資本/労働既存度 (K/L)の成長率

である｡資本蓄積の源泉は貯蓄である｡外国資本を導入できれば重要な補完と

なる｡

第2に,新産業を起すには最小最適規模 (MOS)生産を吸収する程の需要

が保証されねばならない｡MOSの企業が一つでは独占に陥る｡故に相当数の

そういう企業が起って競争する体制が必要である｡雁行形態基本型では,輸入

が国内需要を十分に喚起することを期待した｡国民の代表的需要が大規模生産

を有利として輸出産業にまで成長するとのリンダ- (1961,訳1964)の説もあ

る｡代表的需要は国民の所得水準の向上につれ多様化し高級化していく｡それ

を素早く満たすよう新生産を最小最適規模で起していくことが企業にとって有

利なことである｡だが国内需要に局限されることなく,海外市場をも開拓でき

るならば,より大きな最小最適規模 (MOS)生産に構造転換しうる｡ここに

雁行型経済発展を海外にまで延長することによって,いっそう大きな社会的規

模経済の利益を実現しうるという,雁行形態の国際的伝播の局面に到達する｡

第3に,より手のこんだ高次の産業に高度化し,さらにそれを能率化するた

めには物的資本の蓄積が不可欠だが,それだけでは十分でない｡知識,技術の

ストックの拡充が要る｡教育の充実により,労働者,技術者,経営者の能力を

高め,人的資本をも蓄積しなければならない｡金融 ･流通機構の整備,運輸 ･

通信 ･電力など社会的インフラの充実も必要である｡さらに法制度,議会制度,

市場機構,文化,モラルなどの近代化も要る｡畢展段階のステップ･アップに
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はこれら社会 ･経済全体の改革 (reform)ないし構造変動がなされなければ

ならないのである｡

Ⅳ 雁行型発展論の第2次展開

(大乗博士の雁行型発展論デビュー)

日本経済において成功した雁行型産業発展が東アジア経済に次つぎに国際的

伝播を遂げ,地域統合 (regionalintegration)を促進し,後発諸国の急成長を

もたらしたという雁行形態論の第二次展開が見られた｡これは故大来佐武郎博

士が (OkitaSaburo,1985また1986に収録)第4回PECCソウル会議において

会長アドレスを行い,アジア太平洋地域のダイナミズムの源泉として,赤松博

士が1930年代に創唱したtheflyinggeese(FG)patternofdevelopmentを登場

させ紹介したことによるlo)｡これにより雁行形態論は広 くアジア太平洋諸国に

おいて,いな世界的に有名になり,研究者のみならず政治的リーダーの関心を

呼ぶようになった｡ジャーナリズムにおいても,雁行型発展の国際的波及が,

その理論的裏づけを問うことなく頻繁にとり上げられ,｢雁行型発展｣なる言

葉がいわばひとり歩きするようになった｡そして,第Ⅴ節で述べるように,高

い評価とともに多くの批判を被ることになったのである｡

大来博士は次の 2点を強調している｡第 1に,雁行型発展は特殊なダイナミ

ズムである｡アジア ･太平洋では,米国が先ず先導国となり,日本が繊維など

非耐久消費財,家電など耐久消費財そして資本財といった順序で追い上げ的発

展に成功した｡今やアジアNIEs,ついでASEAN諸国が日本の跡を追っている

(okita1985,p.21)｡

第2に,雁行塑発展の東アジア地域への伝播は,各国の成長を促進し,それ

がお互の輸入市場を拡大することになり,域内貿易の拡大,地域全体の発展を

加速するという継起的 ･累積的な ｢発展の好循環｣を生み出した｡資源既存度

や経済発展段階差があるため,ダイナミックな国際分業が促進される｡そのう

え,日本からの資本 ･援助 ･技術提供,また低廉な資本財 ･中間財の輸出によ

り,後続国の新工業の継起的勃興が促進された｡最初のフォロワーたるアジア

NIEsもやがて資本揖供者にまで成長し,地域全体の好循環的発展を加速した,

と言うのである｡

大来博士の指摘を待つまでもなく,われわれ赤桧学派も次の2点を理論的に
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究明しなければならないとして努力してきた｡すなわち第1に雁行型産業発展

が先導国から追跡国へいかにして伝播していくかのメカニズム,第2にそれら

がもたらす地域統合の利益,これである｡

(追跡国の利益)

EU (欧州同盟)のように関税同盟,単一市場,さらに通貨統合といった深

い (deeper)統合にまで進んだケースもあるが,ここでは輸入を自由化し外

国直接投資 (FDI)の投入を歓迎するといった開放経済化と同じ程度の浅い

(shallow)統合を或る地域のいくつかの国が敢行することを前提としよう｡

また雁行型産業発展は先導国 (leader)Aから追跡国 (follower)B,C,D,

--･へと外国直接投資を媒体として行われるものとしよう｡

先導国A (日本)と追跡国B (たとえば韓国)との間の初期比較生産費差は

表1のとおりであったとしよう｡すなわち資本集約財 (たとえば鉄鋼など中間

財)Yにくらべ労働集約財 (繊維など軽工業品)Ⅹの生産においては,労働豊

富にして低賃金のB国の方がA国にくらべ比較優位をもつ｡しかしB国のⅩ財生

産はいまだ国際競争力が十分に強くはない｡たとえば為替レー トが1円-1

ウォンに決まるとⅩ財は両国で同じ価格になり,B国から必ず輸出できるとは

言えない｡これに対しY財はA国で1円,B国で2ウォン即ち2円となり,A

国からB国へ輸出できることがはっきりしている｡

さてここにおいて,B国のⅩ産業がA国企業の直接投資進出を誘引するのに

成功したとしよう｡(ここでA国で比較優位を弱めた産業Ⅹから直接投資進出

することに注意しておきたい｡)直接投資は資本のみならず優れたより能率的

な生産技術,経営知識などを一括して移植し,B国Ⅹ財の生産費を一挙に,た

とえば表2のように,0.5ウォンに引下げる｡そうすると今まで輸入していた

製品Ⅹを排除して国内市場に販売し,一部は投資国Aへ逆輸出し,一部は第三

国に輸出できるようになるのである｡直接投資導入を起爆剤としてB国Ⅹ産業

の改革 (reform)が敢行され,産業 ･貿易の構造変動を推進し,輸出主導成

表1 初期比較生産費 表2 直接投資後比較生産費
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長exporトledgrowthに前進できることになるのである｡

外資導入企業によって実現した生産改革,生産性向上はいくつかの波及 (外

部)効果をもたらす｡外資導入産業での他 (国内)企業の学習過程を通じて産

業全体の社会的規模経済を誘発する｡原材料や部品など関連産業を喚起する｡

産業全体として成長が速いほど,投資増が多く,生産性改善,社会的規模経済

がより多く実現される｡生産改革と成長の好循環が生ずるのである｡

B国Ⅹ財の輸出がスター トし伸長することはそれだけ輸入購買力が増加した

ことであり,これが外国の輸出を拡大させ,それを挺子に外国での生産改革,

社会的規模経済の獲得,高成長の実現という国際的好循環が生ずる｡これが地

域統合の利益である｡

B国の輸出拡大の代価としての輸入が表2の拡大比較生産費に沿ってA国の

Y財に向けられるとすると,それはB国の国内生産では2ウォンを要したもの

が,1円-1ウォン (為替レートが1円-1ウォンならば)という半分のコス

トで入手できることになる｡これは輸入品がより安くより沢山に入手できるよ

うになるという ｢貿易の利益｣である｡A国でもY財輸出拡大につれ生産串革

が進むならば (後述),Y財の生産費はたとえば0.5円に低下し,B国の入手価

格は0.5ウォンといっそう低廉になるであろう｡この輸入財がB国Ⅹ財生産の直

接投入物であるならばその生産費をさらに引下げるというもう1つの波及効果

が生ずる｡

しかしながらB国は往々にして,Ⅹ財の輸出拡大以上に他材の輸入を増大し,

貿易収支赤字に陥り勝ちである｡輸出産業Ⅹの設立 ･道営のための資本財や原

材料の輸入がかさむこともあるが,高度成長に伴う消費財輸入が過大になるた

めであることが多い｡注意を要する点である｡

(順貿易志向的海外直接投資)

他方,先導国A (日本)では,高度成長に伴い労働力不足に陥り賃金率が高

騰する｡このため労働集約財Xは比較優位を弱め比較劣位化する｡そこで表2

のように,低賃金のB国へⅩ財生産を移すことになる｡ここで比較劣位化する

産業から (比較優位化した新産業からではなく)海外直接投資進出することが

重要である｡これは投資国,受資国双方の貿易を補完的に拡大する｡順貿易志

向的 (pro-tradeorientedorPROT-)直接投資11'と呼ぶ｡これと逆に,比較

優位産業から海外直接投資進出をすると,投資国,受資国双方の生産 ･輸出は
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競争的になり,両国間の貿易は縮小する｡逆貿易志向的直接投資 (ANT-FDI)

である｡上の順貿易志向的海外投資という小島理論が雁行型発展論の第2の基

本理論となるのである｡

さて受資国BでⅩ財生産の改革が成功すると進出企業は黒字収益をかせぐこ

とができる｡現地市場への販売と第三国への輸出とならんで投資母国Aへの逆

輸入12'が行われることになる｡海外直接投資が過大に行われると投資国当該産

業の空洞化 (hollowing-out)が生ずると懸念される｡しかし低廉になったB国

Ⅹ財を輸入できることは,現地の生産改革効果と貿易 (輸入)利益の両者を投

資母国は享受しうることを意味する｡ことに対象Ⅹ財が投資母国Aの必要とす

る部品,中間財であるならば,A国のコスト節約に貢献するところは大きい13)0

そういう多国籍企業戦略が発動されているのである.

B国が開放経済に移り,輸入を自由化し,直接投資を導入するようになると,

新企業設立のための資本財,原材料その他中間財,ならびに所得水準アップに

伴う輸入需要の増加が生ずる｡それらがA国のY財への需要増加になるとしよ

う｡A国ではこの輸出拡大を契機にして,Y財生産の能率化改革を行い,それ

がY産業全体の社会的規模経済を実現させるという既述の好循環メカニズムを

生み出すのである｡そしてそれがB国の輸入利益を大きくすることになる｡

つまり相互の輸入市場開放と順貿易志向的直接投資進出に伴って,相互の補

完的輸出拡大が誘引され,それが生産改革14'の国際的伝播を生み出すという継

起的 ･累積的好循環が もた らされる｡各国の輸出主導成長 (export-led

growth)である｡それは多国籍企業の海外直接投資戦略によって推進されて

きたから,海外直接投資主導成長 (FDLled growth)と名づけてもよい｡こ

れが地域統合のねらう国際的好循環発展に他ならない｡それが成功するか否か

が,順貿易志向的直接投資15'でなければならぬという点で,発展段階論に基礎

をおく雁行型産業発展論と深く結び付いているのである｡

(直接投資前線の拡延)

東アジア経済 (NIEs,ASEAN,中国)は,日米からのみならずお互の直接

投資の急増と工業製品相互貿易の拡大によって,｢直接投資主導型成長｣に成

功してきた｡APEC(アジア太平洋経済協力会議)の貿易投資自由化計画によっ

ていっそう発展が促進されるとの明るい見通しにある｡この地域への日本の海

外直接投資の長期的 (1972-92年)動態を調査してみた (小島 清著 『開放経
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済体系』(1996)第 7章)｡天気図の温暖前線に似た ｢直接投資前線の拡延｣と

いう規則的進展が見出された｡

日本の直接投資は先ず近隣の工業化先発組たる韓国や台湾へ,L工業 (労働

集約的な繊維,雑貨),Ⅰ-工業 (資本集約的な鉄鋼,化学など中間財),K一工業

(資本技術集約的な電気,自動車など機械類)という順序で進出した｡直接投

資の ｢産業別高度化｣である｡日本自体の産業構造高度化の成果であるが,ホ

スト国での賃金水準,生産技術能力 (吸収能力),購買噂好などの向上に照応

することによって成功した｡

日本のL一工業直接投資は,韓 ･台で成功し成熟すると,10年位遅れて,後発

組のマレーシア,タイなどへ,さらに最後発組の中国へと ｢広域化｣した｡Ⅰ一

工業投資は,ホスト国の大小や資本既存状況に左右されるので余り規則的でな

い｡K-工業投資はし工業と同様に,より賃金の低い新工業化国を求めて,次ぎ

つぎに広域化が推進された｡

かくて,ホスト諸国を横に,L,Ⅰ,Kという産業を縦にならべたマ トリック

スにおいて,直接投資前線は,各ホスト国での産業別高度化によって垂直に拡

延するし,他方各工業ごとの広域化によって水平に拡延する｡このような二方

向への直接投資前線の拡延が,かなりきれいに,描き出されたのである｡

日本の直接投資前線の拡延が完結に近づきつつあることは,東アジア9カ国

が日本経済を雁行形態的に追いあげ,日本と東アジア,また東アジア諸国同士

が,遅速の差はあるものの,お互によく似た工業構造パターンを持ち,競合的

関係に陥り易いことを意味する｡

こうして,一方産業別に,他方地域的に (相手ホスト国別に)順次多様化さ

れ高度化された日本FDIの前線の拡延が起った｡その分析は小島 (1996)の｢わ

が国海外直接投資の動態｣が最も詳しい｡何人かの方が私の ｢直接投資前線の

拡延｣をわかり易く説明する概念図を描いてくれている (たとえば青木健 ･馬

田啓一編著 (1977,p.35)｡大野健一 ･桜井宏二郎 (1997,p.19)など)｡

(NIEsの投資国化)

東アジア経済へのFDIのいっそうの複雑化が生じてきた｡米国多国籍企業は

大部分,日本と同じような順貿易志向的進出を果した｡これら先進国に加うる

に,1980年代からNIEs(韓国,台湾,香港,シンガポール)が,次いで1,

2のASEAN諸国 (マレーシア,タイ)が投資国の地位に加わり,日,栄を上
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回る程の投資急増を果たしている｡つまり,東アジアへの投資国が重層化して

きた｡ただし,NIEsの投資シェア増加をもって,渡辺利夫教授 (1997)のよ

うに,｢東アジア経済の投資 ･貿易の自己循環メカニズム｣が始動しはじめた

とまで誇張する必要はあるまい｡むしろNIEsの経済発展の進行に伴う当然の

結果である｡つま･り ｢対束アジア投資の重層化｣と見た方がよいであろう｡

NIEsのFDIは,小島の順貿易志向的直接投資が予見するように,日本より1

期ないし2期遅れて労働集約的軽工業から主に中国向けに始められているので

ある｡

(直接投資 ･貿易の連環的拡大)

繰返しになるが,日本を含む東アジア経済は,直接投資主導経済成長 (FDI-

1edgrowth)或いはMNC-assistedrestructuringによって,ミラクルとも見え

る急成長に成功した｡その成功の秘訣はどこにあるのであろうか｡先発国日本

の直接投資が投資国 ･受資国双方に利益の多い貿易を創造ないし拡大したから

である｡ただし直接投資が補完的貿易を拡大するためには直接投資が比較優位

パターンに沿って,投資国で比較劣位化した産業から進出し,受資国でそり産

業の比較優位を強めるように行われねばならない｡つまり小島の言う ｢順貿易

志向的 (pro-trade oriented)FDI｣でなければならない｡これが成功するた

めのポイントである｡

先ず日本が比較優位を弱めてきた労働集約財 (たとえば繊維産業)をNIEs

に直接投資進出させたとしよう｡それが図4パネルAのIJlである｡これにつれ

ホスト国でのたち上りに必要な資本財 ･原材料などの中間財 (図4パネルBの

eJりが日本からNIEsへ輸出される｡第1の貿易創出である16'｡

海外直接投資 (FDI)というのは,単に資本だけでなく,優れた生産技術,

経営スキルなどの経営資源のパッケージ移植である｡技術移転は当然含まれて

いる｡これによって,先の資本財 ･原料の入手とあわせて,ホスト国において

能率の高い,比較優位をもった生産が開始される｡このように,ホスト国で生

産性が高められ,比較優位をもった産業が創造される或いは従来の生産にとっ

て代り拡大されることが,不可欠なポイントである｡

進出企業の産出物は現地販売,投資国日本への輸出 (ENl),第三国とくに米

国への輸出 (E㌔)にふ り向けられる｡(この他にASEAN4,EU,ROWへの

輸出もあるが図では省いた)｡ここに第2の貿易創出が生ずる｡このうち対日
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輸出は,日本から見れば域外調達 (offshoresourcing)である｡日本の国内で

生産するよりも安く入手できるようになるわけである｡このENlが完成消費財

であるならば,われわれの厚生を高めることは自明であろう｡地下資源の開発

輸入の場合はすべてそうであるが,ENlの一部が他産業の中間財であるならば,

その生産費を低廉にするのに役立つわけである｡

製品の販路のめんどうをよく見るところに多国籍企業 (MNC)のもう一つ

の貢献がある｡多国籍企業はグローバルなネットワークを通じ製品の販売に努

力する｡ホスト国の輸出入は大部分多国籍企業の企業内貿易になるのである｡

また日本では総合商社が直接投資活動に参加することによって,販路の開拓 ･

確保がはかられてきた｡

直接投資進出企業は,進出先の同種企業や関連企業の競争をかり立て,その

技術改善,近代化に刺激を与える｡このスピル ･オーバー (波及)効果によっ

て,ホスト国の成長は促進され,所得水準は上昇する｡所得水準上昇の結果,

輸入需要が高まる｡その一部分は,投資国日本からの一般的諸商品の輸入を増

やすことになる (図示してないが)｡これが第3の貿易拡大である｡

日本では,FDIの出しすぎが日本経済の空洞化 (hollowing)をもたらすの

でないかと懸念された｡しかし順貿易志向型FDIである限りその心配はないと

言えよう｡たしかにFDI進出をする比較劣位化産業では輸出が現地生産にとっ

て代られて減少するとともに,海外生産品の逆輸入が生ずるから,国内生産と

Ⅰ
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雇用が圧迫されることになろう｡しかし産業内水平分業の余地はある｡また日

本経済全体としてみれば,比較優位の強い資本財 ･原材料部門からの輸出が増

加する｡さらにホスト国の所得水準上昇に基づく一般的輸出もふえるからであ

る｡

発展途上国は経済開発を進めるに当って二重ギャップという困難に遭遇す

る17)｡ 1つは,貯蓄不足に基づく開発投資資金の不足である｡貯蓄 (S)を上

回る投資 (Ⅰ)を為さざるをえない｡もう1つは,貯蓄不足に見合って,対外

的には輸出 (Ⅹ)を上回る輸入 (M)という貿易収支の赤字が発生する｡これ

を埋めるには外貨が要る｡国際収支の壁と言われる｡

外国からの直接投資導入は,上の二重ギャップを埋めることになる｡既述の
ヽヽ

ように直接投資は必要な投資資金を外貨で持込んでくれるわけである｡ホスト

国での生産開始の初期では,資本財 ･原材料の輸入のため入超に陥るが,生産

が進展し5年位経過すると製品輸出が増してくるので,当該進出企業としては

出超に転ずるはずである｡このことを確実にするため輸出加土区 .(export

processing zone)では高い輸出義務が課されていた (タイなどの近年の大幅

入超継続は,直接投資導入に基因するのでなく,過大な経済発展計画の結果,

インフレと一般的輸入増加を招来したからであろう｡通貨バーツの過大評価と

賃金上昇のため輸出が激減したこともひびいている)｡とまれ,直接投資導入

(つまり外資依存)は,開発資金不足と国際収支赤字の二重ギャップを回避し

て,経済発展を推進しうる最適の経済発展方式だと言えるのである｡

直接投資が投資国 ･受資国双方に利益をもたらす補完的な貿易を創出 ･拡大

･することが直接投資主導型成長の最大のメリットである｡この創出 ･拡大され

る貿易の多くが,完成消費財貿易ではなく,むしろ資本財 ･原料など中間財貿

易であることに注目されたい｡図4のパネルBにおいて,日本からNIEsへの直

接投資につれ,eJlなる輸出が生じたが,これは進出工場のたち上りに必要な資

本財 ･原料という中間財であった｡NIEsで直接投資の成果として生産された

製品が日本へ輸出される(ENl)Oこれは日本と棲み分け分業した差別化製品(完

成消費財)をも含むが,大部分は加工原材料,部品といった中間財から成って

いよう｡米国はじめ第三国への輸出E㌔もそうであろう (はっきり中間財輸出

である場合に小文字のeで,そうと断定できない場合に大文字のEであらわし

た)0
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自国内で生産できないか,自己生産よりも相当に安く入手できるので外国産

中間財を輸入することになる｡中間財が安く入手できると,それを使用して生

産する完成財のコストが下がり輸出競争力が増強されることになる｡したがっ

て中間財輸入への関税その他障害を撤廃し自由化することは大きな利益を生む｡

貿易自由化の動き■は中間財輸入を優先的な対象とすることによって,スピー

ド･アップされるであろう｡また,中間財貿易が拡大することは,関係諸国の

生産プロセスがお互に連結され,安易に遮断できない関係に統合されることを

意味する｡東アジア経済の実質的な統合は直接投資 ･中間財貿易の連環的拡大

によって,深化されつつあるのである｡

(投資国NIEsの登場)

さてNIEsが成長して直接投資供給国として登場してきたことについては既

に指摘した｡図4では,｢ASEAN4｣という枠を加えるべきであるが,混雑

するので省略したOここでNIEsからINlなる直接投資が中国に向けてなされた

とする.その結果,NIEsからeNlなる資本財 ･原料中間財の対中輸出が創出さ

れる｡日本もⅠ,2なる村中直接投資,eJ2なる中間財 (ただし台湾のeNlとは異奉っ

た財)の村中輸出が拡大される｡これら村中直接投資が成功すると,中国製品

が,NIEsにEcl,日本にEc2,米国その他第三国にEC3というように輸出されるこ

とになるのである｡

日本としては,この産業 (労働集約的な繊維産業)の対NIEs直接投資が既

に十分に行われ,NIEsの賃金上昇などによりそれ以上の投資は引合わなく

なった｡そこで賃金率が大幅に低い中国,開放経済に転じた (1979年)中国に

直接投資先を移したのである (日本のFDIの地域的多様化である)18)0

NIEs(たとえば台湾)の村中直接投資進出の動機も日本と同じである｡す

なわち,台湾の貸金上昇が著しいので労働集約財産業は比較劣位化し,賃金率

のより低い中国へ直接投資進出するようになった｡小島の言う ｢順貿易志向的

FDI｣である｡この結果,中国では,日本からのとNIEsからのとで,重層的

直接投資受け入れ構造になったのである｡

台湾の対中直接投資が可能になったのは,台湾が日本からの直接投資を受入

れ,優れた生産技術や経営方式を習得したからに他ならない｡日本がリーダー,

台湾がフォロワー (follower)であったものが,今度は台湾がリーダーとなり

フォロワーたる中国へ新産業を移植して行くと言う,直接投資 ･貿易拡大の重
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層的連環関係が実現した｡これが東アジア地域の急速な成長の担い手の一つに

なったのである｡

NIEsのごとき後発工業化国が直接投資供給者として登場したことは特別の

メリットを生み出す｡たとえば台湾の中国への投資では,日本が投資者である

場合にくらべ,所得水準差が少なく,したがって需要の噂好が共通である｡そ

れ故日本よりも中国により適した生産物,生産技術,経営方式を台湾は中国へ

移植することができる｡その上緊密な人脈をもっている｡こうして,日本と台

湾との対中国投資は差別化商品についての棲み分け現地生産を実現することに

なる｡これは中国の消費者にとって選択の範囲を多様化するものであって,そ

の厚生を高めるのに役立つのである｡

初期の欧州共同体 (EC) 6カ国のように,経済発展段階や所得水準がよく

似た国々の間でなければ,経済統合は成功しないとの考え方が一時支配的で

あった｡これに対し東アジア経済は多様性に富んでいる｡発展段階の階層性

(hierarchy)があるから,東アジアの直接投資 ･貿易の重層的連環効果はか

えって大きいのかも知れない｡検討に値する興味ある問題である｡

(東アジアの城内分業)

雁行型産業発展が,労働集約財から資本集約財,さらに資本知識集約財へ,

経済発展段階の高いNIEsからより低いASEAN諸国,さらに中国,ベ トナムな

どへと,東アジア地域に国際的伝播をひき起した｡日本から見ると,直接投資

前線の拡延である｡後発国から見ると,かれらの直接投資 ･輸出主導型の成長

である｡相当に長い期間を必要とするが,これが成功するとして,果たして東

アジアの城内分業 ･貿易構造はどんな姿になり,繁栄するでろうか｡それを促

進するための地域統合 (regionalintegration)も課題に上ってくる｡

ここで(1)発頃段階格差垂直分業 (貿易)と(2)類似商品間水平分業 (貿易)の

2種に分けて考察してみたい｡

先ず発展段階格差は一人当たり所得水準のベンチマーク別 (たとえば2万 ド

ル以上,1万 ドル以上,2000ドル以上,2000ドル以下といった)階差にょって

代表させ得よう｡発展段階格差が存在する二国間では,これまでに説明したよ

うな大きなカテゴリーの商品群- 労働集約的軽工業,資本集約的重化学工業,

資本知識集約的機械工業といった- の間の生産分業が比較優位原理に従って

喚起される｡これは完成消費財と中間財 ･資本財の交換という垂直 (vertical)
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貿易である場合が多い｡かかる発展段階格差垂直貿易が,発展段階格差の変化

に伴い,各国の多様化と能率化の構造変動をひき起しつつ,創造され拡大して

いく｡そして各国に直接投資 ･貿易拡大の相乗利益をもたらしつつその成長を

加速させる｡既述のとおりのメカニズムである｡

これに対し,ほぼ等しい発展段階に達した二国の間では,その発展段階に適

した一つの大分類類似商品群の中で,お互に得意とする細別商品について (或

いは差別化商品について)水平分業或いは私の言う ｢合意的分業｣を進んで行

うことが有利である｡自国で代表的大量需要のある商品の生産に特化するとか,

相手国で隙間 (niche)需要のある商品を供給するとかするのである｡いわゆ

る産業内 (intra-industry)貿易が盛んになる｡それには工程間分業もあり,

租製品対高級品の分業も含まれる｡分業に当ってMOS(最小最適規模)生産

を実現することが重要である｡

かかる類似商品群の中での水平分業 (貿易)は,等発展段階国間に限られる

わけではない｡われわれが既に用いてきた例であるが,先発国 (日本)で比較

劣位化してきたⅩ財は,直接投資を媒体として後続国の比較優位財になるので

あるが,この類似商品群Ⅹのヴラエティにつき,水平分業或いは合意分業が推

進されてよいのである｡こう考えるとアジア地域での域内貿易拡大の余地は決

して小さくない19'｡多くの国が同じ隙間商品に注目することから生ずる過剰供

給は避けられねばならない｡

このようにダイナミックに変遷 ･拡大していく東アジアの域内分業 (貿易)

は,結局,市場の諸力に従う (marketdriven)多国籍企業の意志決定,その

行動によって展開されているというの他はない｡各国政府とか東アジアの超国

衣 (それは存在しない)とかの計画によって左右されるといった性格のもので

はない｡

日本はフル ･セットの工業化,つまり工業に関する限りアウタルキーを目標

としてきたとよく言われる｡これは正しくない｡大分類産業のすべてを持とう

としたことは事実である｡だが各大分類産業の中の細別商品については水平貿

易や海外生産を推進してきた｡その他に食糧その他農産物∴天然資源,進んだ

技術等の輸入 (開放経済化)なくしては,今日の高能率の国民経済は達成され

なかったのである｡

東アジア諸国も日本と同様に考えるのが良いであろう｡すなわちフルセット
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の工業自給化をめざすべきではない｡軽工業,重化学工業,機械工業といった

大分類産業カテゴリーの一つ一つにつき,その国が比較優位をもてる,親模経

済の大きい,キイ産業をいくつか起し,国内経済発展の基礎とするとともに,

その輸出市場を開拓すべきである｡規模経済の小さい細い商品,部品について

は水平分業 (貿易)を推進すべきであるzo)｡その方が国民経済全体の能率 (ef-

ficiency)を大いに高めることになるからであるo外界からの (景気変動とか

紛争などの)衝撃を回避するためにフルセット工業自給化をねらってはならな

い｡それは不可能なことである21)｡目標は各国民経済の能率を高め所得水準の

向上を達成することにあるからである｡束アジア諸国は先ず日本の水準まで一

人当り国民所得を高めることを目標とすべきである｡そのために上述のような

域内貿易 ･投資拡大という地域統合をいっそう促進すべきである｡

ここで渡辺利夫教授 (1997)が ｢東アジア経済の自己循環メカニズムの胎動｣

を指摘されたことが注目される｡東アジア (NIEs,ASEAN,中国)経済は,

1960年代,1970年代では域内貿易比率が案外低かった｡これが最近,輸出財の

需要先と投資資金の供給先とを域内に求めることが増加し,東アジアの自弓循

環メカニズムが確立しつつある,と言うのである｡この動向は中川信義教授

(1997)によっても注目されている｡

これに対し ｢アジア太平洋 トライアングル貿易論｣がある (たとえば青木健,

1983)｡日本が資金と資本財とを供給し,東アジアに生産基地を設け,そこで

東アジア諸国が製品に加工し,米国に輸出した｡米国が大きな市場を開放して

くれなかったならば,このトライアングル貿易による末アジアの経済発展は不

可能であったというのである｡ここには,日本がアジア製品への市場開放 (輸

入増大)を十分に行っていないという問題が潜む｡ /

しかしながら,日本はいうまでもなく,米国や西欧を疎外した東アジア経済

の自己循環はとうてい不可能である｡それらはアジア製品の吸収者 (購買者)

として,また資本と技術の供給者として不可欠である｡それ故,APEC (アジ

ア太平洋経済協力)といった地域経済統合は閉ざされたブロックになるのでな

く,｢開かれた地域主義 openregionalism｣を採ることが勧められているので

ある (たとえば小島清,1999.4を見よ)｡

(要約)

小島の ｢順貿易志向的海外直接投資原理｣に従って,先導国は比較優位を弱

-110-



雁行型経済発展論 ･再検討

めてきた産業 (Ⅹ)から後続国へ直接投資進出をし,そこでの生産性を改善し

(能率化構造変動を成功させ)比較優位を強め,輸出主導成長を実現させる｡

先導国では一段高級なY産業から後続国の必要とする原材料や資本財の輸出を

拡大しそれを契機に規模拡大による能率向上を達成する｡すなわち順貿易志向

的直接投資を媒体として先導国も後続国もお互いに生産改革 (reform)を促

進しうる｡これが発展段階差を活用した雁行型産業発展の国際的伝播の利益で

ある｡発展段階差のない類似国の間,或いはキャッチ ･アップに成功して両国

でともに生産しうるようになった類似商品 (大範噂)についてはその細別 ･差

別化商品について,お互に規模経済利益が実現できるよう産業内水平分業を実

現することができる｡

Ⅴ 雁行型発展論の評価

大来博士によって ｢雁行型産業発展の国際的伝播｣が東アジアさらに米欧の

学会 ･政府 ･ビジネスに広く紹介されて以来1997年7月のタイに始まる通貨 ･

金融危機に至るまで,雁行形態論は広く検討され高い評価を獲得した｡そうい

う文献を先ず紹介しておこう｡従属理論に立脚する批判も出てきた｡だが東ア

ジア通貨 ･金融危機に遭遇して,雁行形態論の見直し論に一転したOこのこと

にも少し触れておきたい｡

(公的文献の評価)

雁行型経済発展の国際的伝播が公式に引用され検討されるようになった｡日

本では,経済企画庁編 『世界経済自書 平成6(1994)年版』p.120,p.125

が次のように指摘している｡(この他日本では 『通産自書』がしばしば雁行形

態論を活用している｡)

｢70年代以降高成長を遂げた東アジア成長経済では,その貿易規模も拡

大 してお り,世界輸出に占める東アジア成長経済の輸出額は,70年の

4.3%から92年には14.1%に増大した｡(中略)｡東アジア成長経済におい

ては,労働集約的な分野を中心として,後発途上国が先発途上国への

キャッチアップを進める一方で,先発途上国はその産業構造を変化させる

という,いわゆる雁行塑経済発展が進んでいる｣｡

｢最近ではアジアNIEsからASEANへの直接投資の流れに加えて,中国

への投資の流れが大きくなっており,また,ベ トナム,インドへの投資の
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流人も見られるなど,東アジアの経済成長の波及が見られる｣｡

世界的には,UNCTAD (国連貿易開発会議)のWorldlnvestmentReport1995

がpp.258-260にわたるカコミ (BoxV.4)をThe"flying一geese"paradigm

と遺して大きく紹介している｡これは私の盟友小津輝智コロラド州立大学教授

のUNCTADのDivisiononTransnationalCorporationsandlnvestmentへのア

ドヴァイスに負う｡また同reportのchap.Vは東アジアへの雁行型発展の国際

的伝播を詳細に実証している｡このカコミは雁行波を図示するとともに次の点

を明らかにしている｡すなわち,(∋雁行型発展論は1930年代の古きに赤松要博

士の創唱した経済発展の一般理論である｡輸入一生産一輸出という基本型雁行

が中心命題である.②小島清がcatching-upproductcyclemodelであると特徴

づけた｡③同じく小島がpro-tradeFDI(外国直接投資)を媒体として雁行型

発展の国際的伝播の好循環が生ずることを明示した｡

(世銀レポート)

世界銀行の調査レポート 『東アジアの奇跡- 経済成長と政府の役割- 』

(オリヂナル 1993,邦訳 1994)は,開放経済化 (輸入自由化,輸出振興,

外資流入)の下で,｢急速な資本蓄積,効率的な資源配分 (産業構造の高度化),

生産性 (全要素生産性 TFP)の高い伸びという好循環｣(邦訳,p.105)に

よって東アジア諸国は高度経済成長つまり奇跡 (miracle)を達成したと見る｡

主に ｢内生的成長理論｣に基礎をおいた優れた包括的な分析である｡雁行型

経済発展の赤絵 ･小島理論をrefer(参照)してくれていないのは残念である｡

しかし,日本,韓国,台湾,マレーシア,タイ,中国などの貿易と成長のプロ

セスの解明は,われわれの雁行形態論を多用しているように見うけられる｡少

くとも供給創造的接近 (supplycreativeapproach)22'であるという意味で 『東

アジアの奇跡』と雁行型発展論とは同一線上にあるのである｡

(クルーグマンの問題捷起)

世銀レポートを意識してMIT教授PaulKrugman(邦訳 1995.1)が ｢奇

跡などありえない｣との注目すべきコメントを提起した｡-1人当り国民所得の

成長は,(1)高い貯蓄率と資本蓄積による物的資本投入の増加,(2)労働力投入の

増加 (教育による労働の質の向上を含む)という ｢投入の増大｣と,(3)技術進

歩,学習効果による知識 ･技能の向上,生産組織や経営方式の能率化など ｢生

産効率の改善｣に基づく｡(3)は(1),(2)の貢献分を計測した残余の ｢全要素生産
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性 TotalFactorProductivity:TFP｣として把握される｡

日本と中国を含む東アジア諸国の発展初期にあらわれた高い成長率は,その

殆んどが資本と労働の投入の急増大に基づくものであり,生産効率の改善はご

く僅かかむしろマイナスであった｡高率の投入の増大は永く続けられないし,

収穫逓減に陥る｡生産性改善を伴なわない成長はいずれスローダウンせざるを

えない｡中国のGDPが米国を上回るなどの過大な経済予測が出されているが,

それは誤りである｡

全要素生産性TFPの計測は微妙である｡世銀報告 (訳 p.48)は一人当り成

長率の3分の1はTFPによるものと見ている｡これに対しクルーグマン (1999

第2章)も再論して,ほとんどのアジア諸国の経済ではTFPの向上はないか,

むしろマイナスか,あるにしてもごくわずかであって,先進国との生産性の格

差を縮めていなかった (p.68)と結論している｡

技術進歩,学習による波及効果など生産性改善は殆んどなかったとすると,

その原因は何であるかが問われねばならないことになる｡東アジアの急速な経

済発展がFDLledgrowthでありborrowedtechnology依存であったからであろ

うか｡こういう従属理論学派が提出している雁行形態論批判が,後に試みるよ

うに,検討されねばならないことになる｡もちろん私は,多くのクルーグマン

批判のように,東アジアでも先進国よりは低いがかなりの生産性向上が,こと

に段階的構造変動に伴ってもたらされたものと推測している｡

クルーグマンが,東アジア諸国の成長にいずれ停滞が訪れると1994年に予言

したことが,1997年7月以来のタイから始まったアジア金融危機を的確に予測

したものとして,再び関心が高まっている｡しかし今回の危機の原因は明らか

に金融,通貨,為替投機の問題であり,クルーグマンが旧稿で指摘した全要素

生産性つまり技術進歩の欠如ないし不足の問題ではない｡クルーグマン自身も

そう述べている｡(クルーグマン,邦訳,1999,第5章)

(サックスの雁行型支持論)

これに対レ -ヽヴァド大学のサックス教授は (RadeletStevenandJeffrey

Sachs,ForeignAHairs,Nov./Dec.1997)において,東アジアの通貨 ･金融危機

は金融機関の建て直しによって2-3年で克服され,これまでの超高速ではな

いにしても先進国よりは速い成長を今後30年間は続けるであろうと予測してい

る｡東アジアの経済発展は赤松要博士の且yinggeesemodelに従ったものであ
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り,健全であり,したがって東アジア経済はこの発展方式を継続してよいと評

価している (p.48)｡東アジア諸国が順を追って,多国籍企業の直接投資を導

入して適地にenclave(飛び地)すなわち輸出プラットフォームを作 り,繊維

やアパレル,電子産業というように工業化を進め,速い輸出と成長を達成した

と (pp.52-55),われわれの雁行型産業発展の東アジアへの拡延を要約してく

れている｡

ハ-ヴァド･グループが雁行形態論をアジア経済発展の基礎理論の一つと高

く評価してくれていることは感激である｡かれらはアジア開発銀行の調査研究

EmergingAsia:ChangesandChallenges1997(吉田恒昭監訳,1998)と関係が

深いらしい (ForeignAHairs,1997,p.46 注2).その第2章2のアジア製造業

製品輸出主導成長の解明は,名前を明示していないけれども,多分に雁行形態

論である｡

(広汎な関心)

雁行型産業発展の国際的伝播論を,｢雁行型｣という用語とか赤絵 ･小島の

文献をレファーしつつ,支持してくれる論文が増えてきた｡前節で注記した

petri(1988)やChen(1993)のように若干のコメントを付加するが大局的に

は雁行形態論を肯定的に評価している｡そういうものをいくつか挙げておこう｡

TohMumHengandLindaLow (1993)0 Pyun,ChongSoo(1985)｡ Ku-

mar,Nagesh(1996)0 Graham,EdwardM.(1996)｡ Chen,EdwardK.Y.

(1990)0 ChewSoonBeng(1990)｡ Ding,JingPing(1990)0 Pong°han

Onn(1990). ChenandDrysdale(1995). YoungSoogi1(1993). Ariff,

Mohamed(1991)｡ Garnaut,Ross(1999)0 RayomeandBaker(1995)0

Boltho.Andrea(1996)O 市川周 (1996,1997). 田中高 (1997). 篠原三代

平 (1998)｡ 大内秀明 (1998)｡ 菅原秀幸 (1997)｡ 経済企画庁調査局 (1998)0

大野健一 ･桜井宏二郎 (1997)｡ 大畑弥七 ･横山将義編 (1998)｡ 近藤健彦 ･

中島精也 ･森康史編著 (1998,p.46)｡ 本岡昭良 (1998,1999. 8)0

(国際的雁行伝播の実証)

雁行塑産業発展の東アジア経済への伝播の最も詳しい実証は小島 (1996 第

7章)の ｢海外直接投資前線拡延｣の実証分析である｡これをサポートするこ

とになるいくつかの実証研究が行われた｡

APECEconomicCommittee(1995)｡ Ozawa,Terutomo(1993,1996)｡
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UNCTAD(1995)0 Urata,Shujiro(1996)0 (以上4編については小島(1998.

1)で紹介した｡

AdamsandShachmurove(1997)0 Lii,ShengYann(1994)｡ Bragaand

Bannister(1994)｡ ZhaoyongZhang(1995)0 Lee,ChengH.(1990)｡ トラ

ン･ヴァン･トウ (1999･3/4)｡ 篠原三代平 ･西ケ谷ともみ (1996)｡ 清

水隆雄 (1999)｡

(コルホーネンの高評価)

雁行形態論の全体系を二冊の労作をもって検討し高く評価しているのが北欧

の小国フィンランドの若き優秀な政治経済学者PekkaKorhonenである (1994a,

1994b,1998.なお私は小島1999.4のレビュー ･アーティクルに紹介した)0

｢flyinggeesepatternofdevelopmentは経済発展の一般理論である｣(Kor-

honen1998,p.22)｡日本経済は,経済第一主義 (エコノミズム)に立脚し,

1970年代初期 (オイル ･ショック)までは雁行型産業発展に成功し,小国意識

から経済大国に転じた｡ ドクター大来と小島の貢献が大きいが,日本企業は東

アジア地域に直接投資を通じ,雁行型産業発展を順次伝播し,平和な経済第一

主義のアジア建設に努力している｡かくて ｢1990年代初めまでに,雁行形態論

は東アジア発展モデルをあらわす十分にスタンダー ドな理論となった｡｣(Kor-

honen1998,p.143)0 1968年のPAFTAD (太平洋貿易開発会議)創設以来今

日のAPEC (アジア太平洋経済協力会議)に至るアジア太平洋の地域統合運動

の基礎理論にわれわれの雁行形態論が置かれていると高く評価するのである｡

(多国籍企業戦略へのコメント)

多国籍企業(MNC)の海外直接投資によるホスト国の雁行型産業発展は,｢見

せかけの発展｣をもたらし,投資国への従属経済化に陥るから,｢自力経済発

展｣の追求が必要であるとする,多分 ｢従属理論 (dependencia)｣に立脚す

る一連の厳しいコメントが碇出されている｡BruceCumings(1984)が噂失で

あるが,BernardandRavenhill(1995,1999)がさらに詳しく展開し,エス

ロン･イーザ- (1999),M.L.シュレスタ (1996),契勇明･(FanYongMing

1992)などが同種の批判を繰返している｡この種コメントの存在を田中武憲

(1998b)が教えてくれた｡

第1に,現行の雁行モデルは赤松originalとVernonのproductcycle論の混合

物であるから,両者を互換的 (interchangeably)に用いてよいと,赤松の雁
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行形態図を詳しく紹介しつつ,解釈する (バーナー ドニラヴェンヒル 1999,

pp.37-39)｡そして産業発展の国際的伝播は雁行形態論によってではなく,多

国籍企業の海外直接投資戦略によって形成されてきたと解明した方がよいとす

るのである (本岡昭良 1998 なる大著もそうである)0

たしかに東アジア経済の産業別 ･地域別産業構造の段階的発展は,海外直接

投資主導成長 (FDL1ed growth)であった｡産業ごとの発展については多国

籍企業の直接投資戦略によって解明することができる｡ただ私が強調するよう

に,投資国で比較優位を弱めてきた産業から直接投資進出し,ホスト国でその

産業の比較優位を強めるという ｢順貿易志向的直接投資 (PROT-FDI)｣でな

ければならない｡そうであれば地域全体の継起的 ･累積的発展の好循環が生ず

るのである｡すなわち小島においては,海外直接投資論は雁行形態論に基礎を

おくものであり,両者は別々のものではないのである｡

第2に,外国企業の直接投資進出は,資本も技術も,中間財 (部品 ･原材料

など)や資本設備もすべて先導国から輸入し,輸出基地という飛び地を造って,

ホスト国の低賃金労働を活用する加工貿易型工業を運営するにすぎない｡現地

経済への波及効果は少ない｡外国企業のネットワーク作りの一環となり,先導

国への従属経済と化する｡収益は先導国へ吸い上げられる｡借 りもの技術

(borrowedtechnology)依存であり,ホスト国自らのR&D (研究開発)は進

まない｡要するに外資依存の経済発展は ｢見せかけの発展｣にすぎない｡外資

従属経済化に陥り搾取されるだけである｡このように批判する｡

結局,日本企業による東アジア地域への生産販売拠点の階層 (hierarchy)

構造が形成されたにすぎない｡かつての日本の帝国主義,植民地支配の復活に

連なりかねない｡また日本が逆輸入を十分に拡大しないので,中間財と技術は

日本が輸出し,東アジアが低賃金労働をもって加工生産し,市場を米国に求め

るという太平洋貿易三角形におわっていると言う｡

｢見せかけの発展｣ではなくして,自らの貯蓄に基づく投資,自国の技術革

釈,自国企業による ｢自力経済発展｣こそ必要不可欠である言うのである0

非難されるような多国籍企業性悪説に陥るのは,私の言う,米国型逆貿易志

向的直接投資 (ANT-FDI)に基づく場合が多い｡(ただし米国の対アジア投

資は最初はANT型であったが,さいきんは日本型に近いものが多くなってい

る)｡それは米国のトップ技術の巨大企業がホスト国市場を独占 (ないし寡占)
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するための直接投資進出であり,企業の内部化 (internalization)利益の極大

化をはかるべく,ホスト国への技術移転などは考慮外に置かれているのである｡

1970年代初期に,OPEC (石油輸出国機構)による石油国有化とかNIEO (新

国際経済秩序)運動とか,従属理論に立脚した多国籍企業批判がもち上った｡

1974年 1月の田中首相訪問へのタイやインドネシアでの反対運動にみられるよ

うな ｢オーバー ･プレゼンス｣の非難もそうであった｡開発途上国はこのよう

な閉鎖主義から一転してその後開放主義,市場経済化に移り,外資歓迎によっ

てミラクル的成長を遂げたのである｡たしかに外資導入が他国より遅れればそ

れだけ経済発展が遅れるという状況にあったし,今もそうである｡

もとより,イージーな外資導入型経済発展に過度に依存するのは慎んだ方が

よい｡今や自己資本蓄積,自国経営者,自国頭脳による自力主導開発に重点を

移して行くべきである｡外資導入は,先端産業創設,輸出拡大,インフラ整備

など,必要不可欠な分野に限るべきである｡

(雁行型発展は墜落か)

"雁の群れ 日本をかしらに 失速し''

これは1997年7月初めタイから始まった ｢アジア通貨 ･金融危機｣の翌年の

JETROバンコックでの年頭川柳である23'｡このほか｢アジア経済雁行論｣,｢雁

は飛んでいるか｣｢雁行型発展｣など新聞雑誌の見出しに用いられ,われわれ

の｢雁行形態論｣が日本やアジアでいかにポピュラーになってきたかを物語る24)｡

アジア通貨 ･金融危機を契機に,ミラクルと言われた東アジアの高度成長は

挫折し,その指導理論であった雁行型経済発展論も行きづまったと,評価が一

転した｡武者陵司の｢幻だった雁行形態型アジア発展｣(論争 東洋経済 1997.

ll)が一つの代表である｡だが東アジアの今回の困難は,明らかに ｢通貨 ･金

融危機｣であって実体経済の危機ではない｡クルーグマンもサックスもそう

言っている (既述)0

たしかに東アジア諸国の遅れた金融機構を整備し近代化しなければならない｡

また巨額の寝期資金が急激に流出入する為替投機を防止する国際的 (或はアジ

アの)通貨機構を設立すべきである｡だが雁行型経済発展論自体が誤りであっ

たわけではない｡またそれに代る発展論は未だ打ち出されていない｡したがっ

て改訂の必要はあるが,大局的には,雁行型経済発展の線に沿って,東アジア

諸国は現在の日本や米国の所得水準に追いつくよう成長を続けるのが良い｡改
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訂は,外国直接投資への過大依存を避け,自力経済発展に重点を移すべきこと

である｡また外国直接投資ももっと能率的に,ホスト国により多く貢献するよ

うに,その運営が改善されなければならない｡

これらについて論ずべき点は多い (小島清 1998.11で少しく論じた｡)｡だ

が本稿は既に膨大になりすぎたので,稿をあらためて展開することにしたい｡

Ⅵ 結 語

赤松要博士が1930年代央に着想された雁行型発展論は,私 (小島)が展開し

た以下の3命題によって理論化され,経済発展の一般理論たる体系を整えてき

た｡(1)雁行型発展の基本型と変型は,catching-upproductcycleという特色を

もつ｡それは資本蓄積と学習効果を起動力として生産の能率化と多様化という

プロセスを段階的に繰返しつつ工業化に成功し,経済発展 (成長)を達成する

というモデルによって解明しうる｡

(2)追上げプロセスを成功裡に完了すると,新産業 (Yとせよ)は輸出拡大に

努める｡同時に比較優位を弱めてきた旧産業 (Ⅹ)から (新産業Yからではな

く)直接投資進出をする｡ホスト国でこのⅩ財生産を能率化しその比較優位を

強めさせ,輸出主導発展を達成させる｡投資国の方はY産業からホスト国向け

に原材料や資本財の輸出を拡大できる｡海外直接投資が相互の貿易拡大を導き,

雁行型発展の国際的伝播の好循環をもたらす｡これが ｢順貿易志向的海外直接

投資-PROT-FDI-｣なる小島理論である｡

(3)ホスト国が生産を拡大し輸出を増加することになるⅩ産業については,そ

の産業の中の類似細別商品 (或いは差別化商品)についてお互に規模経済が実

現できるように産業内水平分業 (小島の合意的国際分業)を推進すべきである｡

残念ながらこれら三命題は未整備であり十分にフォーマルでない｡関心のあ

る方々の協力を得て,厳密な ｢雁行型経済発展の赤松 ･小島モデル｣に仕立て

あげたい｡赤松博士は輸入経済学でなく自己生産の独自の日本的モデルを樹立

したいと願っておられた｡しかし上の赤於 ･小島モデルが全くユニークである

と僧称するものではない｡けだし経済学もこれ程グローバライズした今日,わ

れわれが先学の知識蓄積から何らかのヒントを得,それらを改善し自らのモデ

ルを組立てていることは当然であるからである｡決して孤立的ではありえない｡

赤松博士の着想と小島の三命題とが一流発展経済学をどれだけ上回っているか
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が評価されて然るべきである25)｡

残された諸問題のうち一つだけ最重要なものを挙げておきたい｡雁行型発展

論は明らかに富 (wealth)の長期的生産 ･供給の増大を優先的に論ずる ｢供

給説｣成長論に他ならない｡追上げプロセス方策の究明に特色があった｡これ

に対しケインズ経済学のような ｢需要説｣が存立している｡景気循環問題では

｢需要要因｣がプリドミナントな決定因となる｡だが長期においてはどうであ

ろうか｡追上げ過程を完了 した後は,長期的に,発展段階的に,welfare(福

礼)向上が,したがって ｢需要説｣がより重要になる ｢成熟経済｣に移行する｡

このように考えるべきであろうか｡興味ある課題である｡

〔注〕

1)雁行形態論への日本での初期の評価のいくつか｡

Shinohara,Miyohei(1962).谷口重曹 (1969)0

2)外国での初期の紹介と評価｡

Zimmerman,LJ.(1965).Higgins,Benjamin(1969).Sautter,Christian(1973,

1974).Rapp,WilliamV.(1967,1975a,1975b).

3)『赤松要名誉教授記念号』一橋論叢,第44巻第1号 (1960.7)｡

また赤松博士の逝去 (1974年)に当り次の追悼論集が出され,雁行形態論が再

評価されることになった｡

門下生 (代表小島 晴)編 『学問遍路一赤松要先生追悼論集-』世界経済研究

協会,19750
拓殖大学海外事情研究所 『海外事情1975･6-特集 :赤松要博士追悼号一国際

経済学の現代的課題-』0

4)フリードリッヒ･リストが1841年に次のような ｢工業化の四発展段階｣を提示

した｡

｢国際貿易による諸国民の国民的経済発展には,それ故に4つの異なる時期が認

められる｡第1期には,国内農業は外国工業品の輸入と国内農産物および原料品

の輸出とによって発展する｡第2期には,外国工業品の輸入と並んで国内工業が

発達する｡第3期には国内工業は国内市場の大部分に供給する｡第4期には国内

工業品が大量的に輸出され,外国の原料および農産物が輸入される｡｣F.List,Das

nationaleSystemderpolitischenOekonomie,1841.WaentigsAusgabe,S.70,谷口書
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彦 ･正木一夫訳,『国民経済学体系』(上),(改造文庫1940),pp.78-79.

このリス トの命題を赤松博士は雁行形態論の着想時 (1935年)には関知せず,

1961年のWeltwirtschaPlichesArchiv論文 (p.207,注 1)において始めて独語原文を

引用し,『世界経済論』(1965),p.172の注15)においてその邦訳文を示されてい

る｡そして ｢リス トはこのような発展形態についての着想をもっていたことを知っ

た｡｣(『金廃貨と国際経済』1974,p.169,注 1)と言われている｡

このことと関連して最近次のような破壊的コメントが出されている0(エスロ

ン･イーザ-,1999,pp.23-25.)

｢つまり雁行形態モデルは,日本経済の分析から発案されたというより,リス ト

の発案を,日本の経済発展に当てはめたものなのであるまいか｡｣

｢まったく偶然に赤松がリス トと同様の結論に達したとしても,やはりその独自

性には疑問を投げかけるべきであろう｡｣

私どもは赤松博士の独創を信 じて疑わない｡けだしリス トの四発展段階論のね

らいと雁行形態論のそれとは全く異なるからである｡先ずリス トの四発展段階は,

農業特化段階から工業化を推進し成功した場合に当然に生ずる産業 ･貿易構造の

変化を一般的に述べただけである｡リス トはこの工業化を推進するについては,

自由貿易を原則とし,新工業の設立には一時的な保護育成策を認める (成功の後

には自由貿易に戻る)という彼の基本理論を展開するための前書きに四発展段階

を置いたにすぎない｡

これに対し赤松博士の発見,つまり雁行形態の基本型 (次つぎの商品 (産業)

について輸入一生産一輸出の波 (雁行)が起る)と変型 (産業構造が多様化 し高

度化する)という発展パターンの着想は,その実証研究から見出された全 くの独

創であり,リス トに追随したものではないのである｡

リスト研究の権威たる板垣輿一博士は,『新版 政治経済学の方法』勤草書房,

1963,p.433注4において,次のように明言されている｡

赤松要博士はリス トの段階説とは無関係に,博士の綜合弁証法の立場から,わ

が国の紡織工業の発展形態に関する実証的研究の成果として,ここに述べ られた

リストの四段階説と同巧異曲の ｢産業発展の雁行形態論｣(三段階)を創唱された｡

また板垣博士にたしかめたところ,一橋論叢1956年11月号の赤絵論文 ｢わが国

産業発展の雁行形態｣を契機に,当時論叢編集者であった板垣博士が赤松博士に

リストの上記引用文につき示唆されたとのことである｡

5)このほかに多数の雁行形態の実証研究がある｡たとえば,蚕糸業について,下

条英男 (1978,1979,1980)｡紙 ･パルプについて 『興銀調査』(1969)｡機械工業

について玉置正美 (1971)｡産業機械工業について吹田尚- (1973.10)0
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6)私が雁行形態的発展を規定する基本的変数は資本蓄積であるとしたのに対し,

山揮逸平は生産能率化 ･コストダウンのプロセスにつき,｢生産経験の累積と生産

規模の拡大につれて生ずる生産性の上昇｣つまり ｢技術習得の過程｣を導入する

(山揮逸平1972)｡これは拙論に対する重要な補完ではあるが,本質的に対立 ･矛

盾するものではない｡けだし技術習得は人的資本の蓄積とみなすことができ,人

的資本も含めた広義の資本蓄積の中に包摂することができるからである｡この外,

山浮が需要要因と政府の保護政策を陽表的に導入したことは一つの貢献である｡

7)小島清 (1998.9,1999.3,1999.ll)

8)合意的国際分業について｡この概念はKojima(1970b)に英文で発表された｡小

島 (1994)pp.341-60が簡潔な説明を与えている｡岩戸謙介 (1998)が合意的国際

分業の小島理論についての忠実なフォロー ･アップを果たしている｡また田中武

憲 (1998)は,多国籍企業の (合意的国際分業をめざしての)協調的行動によっ

て,東アジアの地域統合が促進されるべきことを強調している｡と同時に合意的

分業のアイディアを実際に適用するに当っての諸問題,諸困難を指摘している｡

9)動態的資源配分を小島 (1994)p.222-248が試みている｡またDonaldW.Jones

(1979)pp.22-25が参考になる｡これを小島晴 (1998.ll)pp.10-11が紹介して

いる｡

10)早くから赤松経済学に重大な関心を寄せられている篠原三代平教授は (篠原 ･

西ケ谷 1996,p.28),雁行型の国際的伝播の局面は大来博士が喧博され有名に

なったので,｢大来型の "inter-country"の雁行的キャッチ ･アップ過程｣と呼ば

れる｡間違ったことではないが,わざわざ ｢大来型｣と称されないことを希望し

ておきたい｡

ll)順貿易志向型海外直接投資 (PROT-FDI)は私の主著 (小島晴1971,1977,英

文1978)で展開し,小沢輝智教授との共同論文 (KojimaandOzawa,1984)でリ

ファインした｡これに対し池本晴 (1975)やChungH.Lee(1987)によって,比

較利潤率基準ではなく絶対利潤率基準でよいとのコメントを得,これに対し (小

島,1989,Chap.2)で答えた｡

Lee(1980)は,韓国-の米 ･日の直接投資において日本のは順貿易志向型であっ

たことを実証している｡その後私の順貿易志向型FDI命題をサポートするいくつか

の実証研究があらわれてきた｡Lee,C.H.(1990).Lュi,ShengYann(1994),Braga

andGeoだrey(1994),ZhaoyongZhang(1995),AdamsandShachmurove(1997)

などである｡

12)逆輸入の問題を ｢ブーメランboomerang効果｣としていち早 く把えられたのが

篠原三代平教授である (篠原三代平1976,『産業構造論』第2版,筑摩書房,pp.
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217-20)｡その後各所でこのコンセプ トを使いつつその内容を充実された｡逆輸入

は投資国にとって一つの負のブーメラン効果であるが,それだけではない｡受資

国からの第三国輸出が投資国の輸出を圧迫するのも負のブーメラン効果である｡

他方,直接投資が進出国への各種輸出を増す誘因をつ くる｡これは正のブーメラ

ン効果である｡ブーメラン効果は技術移転についても同様に正,負双方が考えら

れる｡(篠原三代平1982『経済大国の盛衰』東洋経済新報社,pp.2卜27)｡ここで

逆輸入は当該産業の空洞化をもたらしかねないという意味で負のブーメラン効果

とみなされているのであるが,そうではなく,低廉輸入を可能にする正の貿易利

益と評価すべきであろう｡

なお (篠原三代平 ･西ケ谷ともみ,1996.10)は雁行型産業発展の国際的伝播,

即ち海外直接投資主導型成長に関する優れた実証研究である｡

13)ここに赤松要博士の ｢供給乗数｣が雁行形態論の重要な一環を成していること

が見出される｡供給乗数のオリジナルは,赤松要 (一橋論叢1948.12,英文 Oct.

1950)である｡小島清,『開放経済体系』1996,第4章,英文Oct.1998 が供給乗

数の再検討を試みている｡

14)改革 (reform)の進むことが地域統合利益の源泉であるとしてEthier(1998)は

モデルを組みたてている｡ノト島 (1998)で指摘 したVerdoorn effectも同じもので

ある｡G.Myrdal(1957)の言う ｢循環的 ･累積的因果関係｣も同種の外部性利益

である (それについて松本邦愛 (1997.3)を参照されたい)｡また貿易 ･投資自

由化,地域統合の利益については,OECD (1998),Graham,EdwardM.(1996)

が説得的である｡

15)順貿易志向的直接投資は比較優位に従うのであるが,比較優位を実際に見出す

には多くの困難を伴う｡第 1に,一時点での静態的比較優位 (比較生産費)では

なく,一定の長期にわたる動態的比較優位を基準にしなければならないことであ

る｡この点で,｢供給面,コス ト面では比較的技術進歩率 (したがって生産性上昇

率)が高い産業を選ぶべきである-生産性上昇率基準｡需要面では所得弾力性が

相対的に高い生産物を輸出産業の製品として選ぶべきである一所得弾力性基準｡｣

とする篠原三代平教授 (1987,pp.182-3)の ｢産業構造策定基準｣が有用である｡

第2に,比較生産費 (或いは比較優位)原理は国際貿易の基本命題であり普遍

の真理である｡だがそれは二回二財のバーター (物々交換)モデルにおいてのみ

的確に適用しうる｡多数国多数財から成る現代の貨幣経済においては,為替相場

で換算して見出す貨幣価格の国際比較による ｢競争的優位 :competitive advan-

tage｣を基準にするよりしょうがない｡その見込み価格とコストの比較により,よ

り高い利潤が期待される産業を選ぶべきであるということになる｡

- 122-



雁行型経済発展論 ･再検討

16)図4が労働集約財に関する直接投資 ･貿易の連環的拡大を示したものであると

すれば,それより一期 (10-15年ぐらい)遅れて重化学工業について,さらに一

期おくれて電気機械について,図4と同様な図が措ける｡これによって,日本の,

また東アジア地域の産業別直接投資 ･貿易の多様化 (高度化)が明示される｡余

りに複雑になるの.でこれらの点は割愛せざるをえない｡

17)小島清 (1991.10)p.53を参照｡

18)(i) トラン･ヴァン･トウ (1992)が合繊産業を取上げ,1950年代に成功裡に

発展した日本の合繊産業が,労働集約的な川下部門 (衣類その他の2次製品)

から始め,次に川中部門 (織物,ニットなど),最後に大規模投資を要する川

上部門 (合成繊維の紡績)という順序で,また地域的には1960年代に韓国,

台湾などNIEsへ,1980年代にアセアン諸国へ,さらに中国,ベ トナムへとい

う順序で,直接投資進出し,合繊産業を ｢投資前線拡延｣の方向に沿って東

アジア諸国へ移植したことを詳細に跡づけている｡

トランは最近 (1999),東アジアへの工業化の雁行型国際的波及を見事に実

証している.その理論化も深めている (TranandKosai,1994).

なお他の個別産業についてはそれぞれ詳しい実証研究が進められている｡

例えば半導体産業については次を見よ｡徐正解 (1995),日本開発銀行調査

(Åug.1999)0

(ii) 中国生れの研究者 周牧之はその著 (1997)において,東アジアの工業化

の成功的急進展をとくに電気機械産業に焦点をあてて分析 している｡われわ

れの雁行形態論をとくに指摘してはいないが,われわれと同様な東アジアの

順次的工業化の好循環を実証している｡その中で,｢メカトロニクス革命｣が

成功を導いた一要因であるとしていることが注目される｡1970年以降半導体

技術を始めとする電子情報通信技術の飛躍的な発展に伴い,電子情報通信技

術と在来機械系技術とが融合したメカトロニクス (mechatronics)と呼ばれ

る新しい技術体系が構築されてきた｡このメカトロニクスという新しい製造

技術の誕生は,工業生産に必要なあらゆる情報を機械に内包させることを可

能にした (p.7)｡他方,一定の訓練を受ければ誰にでも工業生産活動の戦力

になれるようになったことで (労働サービスのマニュアル化)∴労働集約的な

産業部門の活動は,例えば電子産業の組立工程に典型的に現れたように,質

金水準の高い先進国からそれの低い発展途上国へと移り始めた (p.12)0

これは興味ある発言である｡すなわち,新製品や新生産方法の研究開発 (R

&D)は先進国に任かせ,進んだ技術を体化した機械設備を直接投資によって

導入すれば,後続国は,マニュアルに従う労働サービスによって,低賃金を
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武器として,投資母国よりも安 く生産できることになる｡これはGerschenk-

ron(1962)の言う ｢後発性利益｣の重要な一部をなすのである｡もとより,

このような外資依存の発展は ｢みせかけのもの｣にすぎず,自立的発展を志

向すべきであるとのコメント (従属理論による)は残るが,それについては

次節で論ずる｡

佃 コロラド州立大学の小揮輝智教授は戦後日本の産業構造高度化に照応して

対束アジア直接投資が次の4段階にわたって進出し,雁行的国際伝播をとげ

たとし,巧妙な図表にまとめている (Ozawa,1993)0

第Ⅰ段階 1950年代～1960年代前半 :労働集約財 (繊維,雑貨など軽工業)

の海外生産｡

第Ⅱ段階 ･1960年代初期～1970年代初期 :国内の重化学工業化に対応する

海外資源開発ならびに公害産業の海外立地｡

第Ⅲ段階 1960年代後期～1980年代後期 :電気産業や自動車産業などアセ

ンブリングの海外立地｡

第Ⅳ段階 1980年代初期から今後 :情報技術産業の戦略的ネットワーク (授

携)作りの海外投資｡

このような段階別説明原理の精微化が必要かもしれないが,私には,いさ

さか複雑になりすぎると懸念される｡

小浮教授は,雁行形態論ならびに順貿易志向的直接投資の小島理論の支持

者であり,それらを評価するいくつかの論文を発表されている (例えば駿河

台経済論集1996:"Foreigndirectinvestmentandeconomicdevelopment,"

UN,TransnatibnalCorporation,Vol.1No.1,February1992.)0

19)雁行型産業発展の国際的伝播が私の ｢投資前線拡延｣の線に沿って順次成功裡

に実現するかどうかについてはいくつかのコメントが出てきた｡

第1に,PeterA.Petri(1988)は,Atheoryoffollowing(後追い理論)という

新譜を生み出した｡これは小島が ｢雁行形態論の中核はcatching-upproductcycle

である｣としたことときわめて類似する.ただ彼によれば "fo1lowing''という概

念は,モデル主体の行動 (behavior)を他の主体が意識的に (consciously)に再現

(replicate)することである｣(p.54)｡韓国は日本の雁行型産業発展を忠実に模倣

してきた｡そして後発性利益を獲得した｡いわば一直線的な追随をfollowingと定

義したのである.しかし韓国は相当程度発展に成功すると,fo1lowingの限界を感

じ,独自の発展方策を模索せざるを得なくなった｡niche(隙間)市場の発見とか,

新しいR&Dへの努力である｡

第2に,菅原秀幸助教授 (1997,p.35)は雁行型産業発展の国際的伝播を評価
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した上,次のコメントを与えられている｡

各国が,工業化の段階に応じて,それぞれ比較優位を有する工業品を輸出

し,補完的分業関係を築きつつ,さらに工業化水準を高めていく｡こうして,

先発国,後発国が共に,産業構造のより一層の高度化をめざしていくことで,

アジア全体の成長が実現されている｡

しかしこの形態では,各国の経済成長は促進されるとはいえ,いつまで

たっても各国のポジションに変化が生じず,編成が変わることはない｡つま

り,後発国が先発国に追い着き,追い抜 くことは不可能となる｡確かに,直

接投資の最前線では,安価な労働力が決め手となっており,その限りでは,

この編成は崩れることはないであろう｡とはいえ,後発国が高度な技術力を

特定分野で獲得した場合には,その特定分野で先発国を追い抜 くことも可能

となるであろう｡

第3に,香港大学のEdwardK.Chen教授 (1993,邦訳,1996,p.135-6.)は,

順序正しい雁行型産業移植でなく,多国籍企業の生産と販売のネットワーク作 り

のため最適の立地に飛び地 (enclave)的拠点がいわば曲芸飛行の編隊 (acrobatic

pattern)のように形成される｡この編隊は技術の急速な進歩に対応して進められ

る,と言うのである｡(なお阿部清司,1999,を参照されたい｡)

このようないくつかのコメントにもかかわらず,大分類産業群の間では,各国

の発展段階格差に従って,順序ある雁行型産業移植が行われる｡大分類産業群の

中の水平分業については,コメントの如 く,多国籍企業の戦略と市場の諸力に

よって,いろいろなヴラエティが生ずる｡このように私は解釈したい｡

20)このような考え方の基礎づけは私の多国籍企業の内部化利益論によって与えら

れているo小島,1996,第8章

21)市川周 (1997,p.133)が ｢広域フルセット型産業構造戦略｣を提案しているが,

一層の検討を必要としよう｡

22)韓国ではわれわれの雁行型発展論と類似した供給側からせまる経済発展論が展

開されている｡金泳鏑 (1988),朴聖相 (1991),渡辺利夫 ･金昌男 (1996)などを

見よ｡

23)次は非常にうまい要約である｡

雁行型発展

ブーメラン形の隊列を組んで移動する雁 (がん)の群れの棟に,経済の成

熟度に応じて産業構造や技術水準が国から国へと伝播 (でんば)していく経

済発展の形態｡アジアでは日本が先頭を引っ張 り,その後を韓国,台湾,シ

ンガポールなどの新興工業経済群 (NIEs),続いてフィリピンやマレーシアな
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ど東南アジア諸国連合 (ASEAN)の国々が,相互補完関係を保って発展する

様子の例えとして使われる｡

しかし,日本のバブル崩壊に伴う不況の長期化や97年以降の通貨 ･金融危

機などで,アジア経済発展の隊列は乱れがちだ｡このため,域内各国からア

ジア全体の発展を目指してアジア通貨基金や自由貿易協定など新たな城内協

力の枠組みを作ろうという声も出ている｡(日本経済新聞,1996.6.5,p.

9のカコミ)0

24)多数の労作が雁行型に関説しながら世に問われている｡

日本経済新聞社説,1998.1.18｡ 高橋琢磨 ･関志雄 ･佐野鉄司 (1998)0

梶原弘和 (1999)0

25)例えば,高山展 (1985)や大川-司 ･小浜裕久 (1993)では雁行形態論が指摘

されているが,OmanandWignaraja(1991)ではそうでない｡
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